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FUJITSU Way
社会における富士通グループの存在意義、

大切にすべき価値観、および日々の活動において

社員1人ひとりがどのように行動すべきかの

原理原則を示したもの、それがFUJITSU Wayです。

すべての富士通グループ社員が日々の活動において

FUJITSU Wayを実践することで、

さらなる企業価値の向上と

地球社会への貢献を目指します。

企業理念
富士通グループは、
常に変革に挑戦し続け
快適で安心できる
ネットワーク社会づくりに貢献し
豊かで夢のある未来を
世界中の人々に提供します

行動規範
 人権を尊重します

 法令を遵守します

 公正な商取引を行います

 知的財産を守り尊重します

 機密を保持します

 業務上の立場を私的に利用しません

企業指針
目指します

社会・環境 社会に貢献し地球環境を守ります
利益と成長 お客様、社員、株主の期待に応えます
株主・投資家 企業価値を持続的に向上させます
グローバル 常にグローバルな視点で考え判断します

大切にします

社員 多様性を尊重し成長を支援します
お客様 かけがえのないパートナーになります
お取引先 共存共栄の関係を築きます
技術 新たな価値を創造し続けます
品質 お客様と社会の信頼を支えます

行動指針
良き社会人  常に社会・環境に目を向け、 

良き社会人として行動します

お客様起点  お客様起点で考え、 
誠意をもって行動します

三現主義  現場・現物・現実を直視して行動 
します

チャレンジ  高い目標を掲げ、 
達成に向けて粘り強く行動します

スピード  目標に向かって、 
臨機応変かつ迅速に行動します

チームワーク  組織を超えて目的を共有し、 
1人ひとりが責任をもって行動 
します
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術者からなる大チームを率い、グループ内の他部門とも連

携をとりながら、リーダーシップを発揮しプロジェクトの責

任を持ちます。

　当社グループの中でもお客様に最も近い現場に立ち、大

規模なチームをまとめて仕事をやり遂げ、できあがったシ

ステムが社会の中で重要な機能を担っているという実感が

持てます。今振り返れば、当社の優位性である「インテグ

レーション力」が実感できる仕事を任され、上司やチームに

も恵まれた、良いキャリアであったと思います。そうした中

で私は、技術力、お客様の業界・業種に対する理解とお客

様からの信頼、人材の厚みなど、当社グループが持つ経営

資本に対して、相当の自信を持てるようになりました。

　ところが、まったく違った側面から富士通グループを見る

機会が訪れました。2017年4月のロンドンへの赴任です。

2年弱という短い期間ではありましたが、日本の富士通本

社を外から客観視することで、いくつかの大きな気づきが

ありました。

ダイバーシティ&インクルージョンの重要性
　第1に、自分がいかに日本の富士通しか見ていなかった

か、ということです。正直に申し上げると、ロンドンに赴任

するまでの私は、富士通がグローバルな企業グループであ

ることに共感できていませんでした。日本のお客様だけを

見て、日本の富士通の同僚たちと仕事をしてきた私には、

富士通の日本の本社で働く3万人、あるいは富士通の国内

グループの8.5万人の社員しか視界に入っていなかったの

です。

　2019年6月24日の株主総会での承認を経て社長に就任

した直後、私は「富士通グループは IT企業からDX企業にな

る」と内外に宣言しました。通信機器のメーカーとして創業

した富士通は、その後コンピュータのハードウェアの開発・

製造や ITサービスへと事業を拡大・移行する中で、IT分野

におけるグローバル企業として屈指の技術力や知見を蓄積

してきました。AIや IoTなどのデジタルテクノロジーは、あ

らゆるものに破壊的な変化をもたらす「力」を有していま

す。富士通の考える「DX」とは、その力を活用し、地球上の

人々のくらしやビジネスに、あらゆる面で良い変容をもたら

すことです。「DX企業」とは、富士通グループが長年培って

きた経営資本をデジタルトランスフォーメーション（DX）と

統合することで、自社の成長と社会の繁栄を目指すという

当社グループの新たな方向性を示しています。

　経営方針の内容に先立ち、なぜ「DX企業」を宣言したの

か、私の課題認識や、そこに至った道筋をまずはご説明し

たいと思います。

システムエンジニアとしてのキャリアが培った 
経営資本に対する自信
　私は、国内の保険会社や銀行といった大手金融機関の

お客様の ITシステムの開発・構築に、システムエンジニア

として長年携わってきました。大手金融機関の大規模な基

幹システムの開発・構築プロジェクトは、システム設計の段

階や実際の開発の過程で、お客様との密接なコミュニケー

ションが求められ、必然的にお客様の業種や業界に対する

深い知識が必要となります。また、システムの開発・納入に

際しては、プロジェクトマネジャーが延べ数千人レベルの技

富士通は、目的志向によりテクノロジーを駆使し、
社会への共感性を高めたビジネスモデルへの
変革と成長を実現します。

代表取締役社長

時田　隆仁

株主・投資家の皆様へ
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富士通グループ全社員のベクトルを合わせる
　「富士通はDX企業になる」という宣言は、デジタルトラン

スフォーメーションのパートナーとなるという私たちの覚悟

をお客様にお知らせするというメッセージであることはもち

ろんです。しかしそれにも増して、富士通のグループ社員が

同じ境遇、同じ目標を共有する合言葉としたい、そこから現

状を変えていきたい、という思いから生まれたものです。

　かつてのシステムエンジニアとしての私が、金融向けシ

ステムしか見えていなかったように、グループ全体としてど

こへ向かおうとしているのかに対する意識が、社員の間で

希薄化し、ベクトルが分散しているのではないかと思いま

した。例えば、ITシステムを設計する社員、スーパーコン

ピューターを開発する社員、5Gネットワークの機器を開発

する社員が、それぞれの業務とその先のお客様のニーズ

しか視野にない状態、つまり部分目的化してしまっている

のではないかということです。富士通の変革を阻む根底に

は、こうした目的意識のサイロ化が潜んでいるのではない

かと、私は危惧しています。今後当社グループがグローバ

ルな競争の中でお客様に価値を提供するためには、社会へ

の共感力を高め、こうしたサイロ化を生む組織構造やカル

チャーを解消しなければなりません。

　危機感と変革への決意、そしてグループ全体として私た

ちがどこへ向かおうとしているのかをグループ社員に示す

ことは、経営者としての責務です。富士通グループが持つ

優れた経営資本や事業活動のベクトルを1つに合わせる、

そのために明確な旗印を掲げるという意志が、「DX企業に

なる」という宣言の背景にあるのです。

　社内に新たな部門を設置するのではなく、別会社を設立

するのは、DXビジネスを本気で開拓するには富士通グルー

プの既存の枠組みを取り払う必要があると考えたからで

す。当社グループは、従来型 ITサービスを提供する中で、

モノをつくって売るビジネスモデルに最適化された組織や

カルチャーを形成してきました。そうした既存の組織やカ

ルチャーは、お客様の業種に特化した信頼性の高いシステ

ムの構築という点ではプラスに働きますが、反面、お客様

のニーズの先を読み「次のビジネス」の可能性を提示した

り、自由な発想やアプローチで新しい価値を生み出してい

く姿勢が育ちにくい環境も生んだと、自らの経験も踏まえ

て率直に思います。

　DX新会社は、業務の進め方から人材・評価や組織の仕組

み、社員のマインドセットとカルチャーまで、すべての前例

を取り払い、デジタルビジネスに最適化した環境を整備す

る方針です。コンサルティングをしながら同時にサービス

を形にすることができるよう、コンサルタントに加え、AIや

データ解析、ソフトウェアやミドルウェアの開発に携わる技

術者も集結させ、機動力も確保します。富士通のサービス

やソリューションを使うという前提も、もちろんありません。

突破口と期すからには、実証実験や先行投資ではなく、こ

れまでにないサービス、これまでできなかった収益モデル

を創り出し、グループ内外から注目される存在にしたいと考

えています。

　ところが私が統括することになったグローバルデリバリー

グループは、ソフトウェアやアプリケーションの開発、また

はヘルプデスクをはじめとするサポートサービスを、全世界

で国境を越えて提供する機能を担い、世界8カ国のグロー

バルデリバリーセンター（GDC）に1.4万人のスタッフを擁

する組織です。ロンドンと各拠点を頻繁に行き来する中で、

国内8.5万人に加え、海外4.7万人を含む13万人の社員か

らなる当社グループの全容や、海外ビジネスのあるべき姿

について、真剣に考えるようになりました。また、多様な人

種、ジェンダー、年齢の仲間が考えをぶつけ合いお互いの

力を活用するダイバーシティ&インクルージョンが、いかに

組織に活力をもたらすのかについても、実体験を通じて学

びました。

　1点目とも関連する第2の気づきは、日本の富士通本

社が海外のグループ会社からいかに遠いかということで

す。「遠い」といっても物理的な距離を指すのではありま

せん。同じ境遇、同じ目標を共有できているかという意味

で、大きな隔たりがあるというのが、私の実感でした。当社

グループは「グローバルマトリクス体制」を構築して海外

子会社も含めたマネジメントにあたっていることは理解し

ていましたが、実際に海外に駐在してみると、日本の富士

通本社の求心力が弱いことには寂しさを覚えるほどでした。

こうした経験を経て、成長と海外ビジネスの収益力強化が

課題である当社グループにとっては、13万人の社員の目的

意識の共有を阻む断絶の解消が不可欠であるという思い

を強くしました。

ビジョンの実現に向けた指針
　ベクトルの先にある「DX企業」とは、デジタル技術とデー

タを駆使した革新的なサービスやビジネスプロセスの変

革を実現する、お客様をはじめとするステークホルダーに

とって無二のパートナーといえる存在です。そして、サービ

スや変革を実現する結果として、私たちにしかできないユ

ニークな価値を創り出し、当社グループも成長を遂げる。

さらに視野を広げれば、持続的に価値を生む結果として当

社グループが社会の仕組みに不可欠な一員となり、広く社

会にウェルビーイング、すなわち、幸せをもたらす。それが、

私が思い描く富士通グループの姿です。

　2019年9月に発表した経営方針は、この目指す姿の実現

に向けた具体的な施策を示したものです。大別すると、DX
ビジネスによる成長領域の開拓、既存ビジネスの収益基盤

の強化、グループ13万人のベクトルを合わせるための社内

改革の3つの柱に集約できます。各施策の狙いを以下にご

説明します。

DXビジネスの突破口をつくる
　成長領域であるDXビジネスの牽引役となるのが、現在

設立に向けて準備を進めているDX新会社です。お客様に

対してDXの提案から企画・構築・運用までを提供する会社

として、特にこれまで当社が切り込めていなかったお客様、

あるいは、お客様の経営戦略部門に照準を合わせ、コンサ

ルティングを中心としたプロフェッショナルサービスに注力

する計画です。

富士通グループが持つ
優れた経営資本や事業活動のベクトルを1つに合わせる、

そのために明確な旗印を掲げるという意志が、
「DX企業になる」という宣言の背景にあるのです。
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成長と収益性を追求する
　これら2つの施策の「目に見える成果」である業績につい

ては、2023年3月期にテクノロジーソリューションで売上高

3兆5,000億円、営業利益率10%という目標を掲げました。

　従来型 ITサービスで現状の事業規模を維持しつつDXを

含むデジタル領域を伸ばし、売上高の伸長を実現します。

2019年3月期まで進めてきた非コア事業の構造改革に伴

い縮小傾向である売上高を反転させ、成長軌道へと乗せる

という強い意志をもって掲げた数値です。

　営業利益率については、テクノロジーソリューション事業

にその他／消去又は全社を加味した値で10%を目指しま

す。2ケタ以上の利益率の確保が、当社グループがデジタ

ルサービスを提供するグローバル企業に伍せる競争力を

持つために、まずは必要条件となる収益レベルであるとい

う判断には妥当性があることから、従前の目標値を継続し

ます。

　なお、デジタル領域での成長をステークホルダーの皆様

にもご確認いただきたいという考えから、業績のブレーク

ダウンや当社グループのDXの進捗をどのように示すべき

か、現在見直しています。ステークホルダーの皆様との建

設的なコミュニケーションの土台となる情報の開示に努め

ます。

　イノベーションを起こしお客様の経営課題を解決するこ

とが、どのような価値を生むのか、その価値が、社会の中で

どのような意味を持つのかを考える。あるいは反対に、社

会的な課題に対する認識から出発し、その課題の解決に結

びつくお客様の変革とは何か、その実現のために富士通グ

ループとしてどのようなサービスを提供すべきか、そこに

必要な技術は何かを検討する。自分たちの目の前の仕事

の先に存在するバックグラウンドとしてSDGsやGRBを認識

し社会への共感性を高めることは、社員のやりがいに結び

つくだけでなく、富士通グループのビジネスモデル変革の

原動力にもなると私は信じています。

　富士通グループでなければできないイノベーションとは

何か。今も考え続け、今後も考え抜いていきます。問いを

続ける行為を通じてビジネスモデルを変革し、成長を実現

する。その使命の遂行に、全力で取り組みます。当社グルー

プの変化に、ご期待ください。

各事業の競争力を強化する
　既存事業の強化に関しては、ITサービス領域で収益力を

高める取り組み、および海外ビジネスの収益性改善に注力

します。このうち、既存の国内 ITサービスの収益性に関し

ては、数年来取り組んできたオフショア率、つまり、インド

やフィリピンなどのGDCでシステム開発作業を行う比率を

より一層高めます。同時に国内でのDX化も進め、プログラ

ミングやシステム運用へのAIや自動化ツールの活用を拡

大します。

　海外に関しては、各リージョン任せではなく本社主導で

GDCのデリバリー能力を強化すべく、すでに英国・アイルラン

ドを中心とするNWEリージョンのリーダーチームと具体的

なアクションを詰めています。NWEリージョンを先行事例と

して、ほかのリージョンについても指揮命令系統をよりシン

プルにするとともにグローバルガバナンスを強化し、本社か

らの戦略の伝達と目標に向けた取り組みの進捗管理をより

密に行います。ここには、ロンドン駐在で得たグローバルデ

リバリーグループに関する理解と人的ネットワークも活かし

ていきたいと考えています。

　海外事業の軌道修正には、私がロンドンで実感した断絶

の解消も極めて重要です。コミュニケーションの壁を打破

する1つの手段として、社長就任直後から、日英2カ国語の

動画メッセージをグループの全社員に対してイントラネット

を通じ発信し、そこに対する社員からの反応にも直接目を

通しています。

カルチャーを変え、組織を変え、 
ビジネスモデルを変える
　「DX企業」宣言に始まったビジネスモデルの変革と成長

への軌道転換には、13万人の社員のやりがいを高めるカル

チャーと組織づくりが不可欠です。社員が自らの仕事の価

値を問い直し、創造性の発揮や新たな挑戦を志向しなけれ

ば、ビジネスモデルの変革は成し得ないからです。

　社長に就任して早々に導入した社員のドレスコードの自

由化は、「与えられたやり方に従う」従来のスタイルを打破

し、自分で考えアクションを起こすきっかけとなればと願っ

てのものです。グローバルな視点で人材を活用するため

の人事制度改革も、イノベーションに挑戦しリスクを取って

変革を起こす人材を応援し、ダイバーシティ&インクルー

ジョンを追求する狙いがあります。高額報酬を条件に先端

技術分野のスター人材をヘッドハンティングするために設

けた制度ではありません。

　SDGsについて、また責任ある世界企業（グローバルレス

ポンシブルビジネス：GRB）として求められる取り組みにつ

いて、社内で継続的に発信しているのも、社員の発想の転

換や挑戦を促す意図があります。それは、今後の変革のド

ライバーとなるのが、いかにお客様から示される要件を満

たすかといった目の前の業務を超え、自らの仕事がどこに

つながりどのような価値を生むのかに想像を馳せることで

はないか、と考えるからです。

業績目標（2023年3月期）
テクノロジーソリューション

* テクノロジーソリューションにその他／消去又は全社を加味した値

今後の変革のドライバーとなるのは、
いかにお客様から示される要件を満たすかといった目の前の業務を超え、
自らの仕事がどこにつながりどのような価値を生むのかに
想像を馳せることではないか、と考えています。

営業利益率*

10%

売上高

3兆5,000億円

代表取締役社長
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富士通グループは世界180カ国以上で事業を展開し、

グローバルなサービス体制を築いています。

大規模かつ先進的なシステムを構築してきた高い技術力と豊富な実績によって、

ITサービスでは国内No.1、グローバル上位のシェアを占めています。

ICT分野において、各種サービスを提供するとともに、

これらを支える最先端、高性能かつ高品質のプロダクトおよび

電子デバイスの開発、製造、販売から保守運用までを総合的に提供する、

トータルソリューションビジネスを行っています。

Fujitsu at a Glance

 売上収益（所在地別）比率（2019年3月期）  連結従業員数（2019年3月31日）

日本

63.7%

日本

8.5万人EMEIA

20.0%

EMEIA

2.8万人

Americas

6.3%

Americas

0.5万人

Asia

7.9%

Asia

1.0万人
Oceania

2.1%

Oceania

0.3万人

 ICTサービス市場での富士通のポジション

 セグメント別業績

 事業セグメント

（注）
• IDC のサービス定義に基づく暦年ベースでの推定値（米ドルベース）
• 順位は2017年の売上額に基づく
• 『Worldwide Services Market Shares, 2017: 2017 Services Vendor Results 

Reveal the Best Growth in a Decade（IDC #US42657518、2018年7月発行）』
および『国内 IT サービス市場シェア、2017 年：上位ベンダーのシェアは徐々に
縮小（IDC #JPJ42857618、2018年7月発行）』を基に作成
出所：IDC Japan, December 2018

（注）
• 連結ベース、グループ外企業向け、2018年（暦年ベース）の IDC定義に基づく推定値
出所：IDC Japan, June 2019

（注）セグメント間の内部売上収益を含む
    テクノロジーソリューション（サービス）　    テクノロジーソリューション（システムプラットフォーム）
    ユビキタスソリューション　    デバイスソリューション　    その他／消去又は全社

600

400

200

0 IBM Accenture Deloitte DXC 富士通

339339

290290

192192

491491

169169

60,000

40,000

20,000

0

2015 2016 2017 2018 2019

15,000

10,000

5,000

0 富士通 日立製作所 NTTデータ NEC IBM

11,987

9,1289,128 8,886 8,804

7,110
3,000

1,500

–1,500

0

2015 2016 2017 2018 2019

世界 ITサービス売上高
（億米ドル）

売上収益
（億円）

国内 ITサービス売上高
（億円）

営業利益
（億円）

売上収益

39,524億円
営業利益

1,302億円

連結従業員数

132,138人

サービス
ソリューション／ SI    システムインテグレーション（システム構築、業務アプリケーション等）
  コンサルティング
  フロントテクノロジー（ATM、POSシステム等）

インフラサービス   アウトソーシングサービス（データセンター、ICT運用管理、アプリ
ケーション運用・管理、ビジネスプロセスアウトソーシング等）

   クラウドサービス（IaaS、PaaS、SaaS等）
   ネットワークサービス（ビジネスネットワーク等）
   システムサポートサービス（情報システムおよびネットワークの保

守・監視サービス等）
   セキュリティソリューション（情報システムおよびネットワーク設置

工事等）

システムプラットフォーム
システムプロダクト    各種サーバ（メインフレーム、UNIXサーバ、基幹 IAサーバ、PCサー

バ等）
   ストレージシステム
   各種ソフトウェア（OS、ミドルウェア）

ネットワークプロダクト   ネットワーク管理システム
   光伝送システム
   携帯電話基地局

     パソコン

     LSI
     電子部品（半導体パッケージ、電池等）

テクノロジーソリューション ユビキタスソリューション

デバイスソリューション

主要製品・サービス 主要製品・サービス

主要製品・サービス
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1,000 20.0

500 10.0
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867867 884884
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財務ハイライト
富士通株式会社および連結子会社  
2015年3月期より国際会計基準（IFRS）を適用しています。
当社は、2017年11月1日に富士通テン株式会社の株式の一部を株式会社デンソーに譲渡しました。  
これに伴い、富士通テンを非継続事業に分類し、2017年3月期の売上高（売上収益）、営業利益を組み替えて表示しています。

ESGハイライト

売上収益／海外売上比率

（億円） （%）

環境会計（費用と経済効果の推移）

（億円） 

情報セキュリティ監査人教育受講者数（累計）／ 
日本セキュリティ監査協会認定監査人資格取得者数
（人）

執行／非執行／社外取締役 

（人） 

親会社所有者帰属当期利益／ ROE 

（億円） （%）

親会社所有者帰属持分／親会社所有者帰属持分比率 

（億円） （%）

営業利益／営業利益率 

（億円） （%）

温室効果ガスの総排出量推移

（万トン） 

男女別社員数／女性幹部社員比率

（人） （%）

取締役会ダイバーシティ

フリー・キャッシュ・フロー 

（億円） 

1株当たり配当金 

（円） 

（3月31日に終了した会計年度）

 売上収益（左目盛り）　  海外売上比率（右目盛り）

（3月31日に終了した会計年度）

 営業利益（左目盛り）　  営業利益率（右目盛り）

（3月31日に終了した会計年度）

 費用　  実質的効果　  推定的効果

（3月31日現在）

 親会社所有者帰属持分（左目盛り）　  親会社所有者帰属持分比率（右目盛り）

（3月31日に終了した会計年度）

（3月31日に終了した会計年度）（3月31日に終了した会計年度）

 親会社所有者帰属当期利益（左目盛り）　  ROE（右目盛り）

（各年3月31日現在）

 情報セキュリティ監査人教育受講者数（累計）　  日本セキュリティ監査協会認定監査人資格取得者数

（各年3月31日現在）

 女性（左目盛り）　  男性（左目盛り）　  女性幹部社員比率（右目盛り）

（3月31日に終了した会計年度） （各年6月30日現在）

 執行　  非執行　  社外

（2019年6月24日現在）

 社内 日本人男性　  社外 日本人男性　  社外 日本人女性

売上収益　－1,459億円 
売上収益は前期比で1,459億円減収しました。ユビキタスソリューションとデバイスソ
リューションで実施した事業再編による減収影響約2,100億円を除くと、国内サービスが
SIを中心に大きく伸長し、本業ベースでは前期から約600億円の増収となりました。

Down

親会社所有者帰属当期利益　－647億円 
パソコン事業の譲渡に関する一時的な利益があったものの、前期の持ち合い株式の売却
に伴う一時的な利益の反動影響が大きく、金融損益等は前期比で284億円の減益となり
ました。この結果、前期比で647億円の減益となりました。

Down

親会社所有者帰属持分比率　＋1.7ポイント 
持ち合い株式の売却を進めたことでその他の資本が減少したほか、自己株式の取得によ
り前期末から223億円保有額が増加しましたが、親会社所有者帰属当期利益を着実に積
み上げ、前期末から1.7ポイントのプラスになりました。

Up

営業利益率　－1.2ポイント 
ニフティのコンシューマ事業や携帯端末事業の売却益のあった前期比で約500億円の減
益となりましたが、特殊事項や事業再編の影響を除けば、国内サービスの好調を背景に
前期比で341億円増益しました。

Down

フリー・キャッシュ・フロー　－742億円 
営業キャッシュ・フローは、前期の利益に対する税金負担の増加と2019年3月に検収した
大型商談の売掛金の回収が翌期にずれ込む影響で1,009億円の減少となりました。投資
キャッシュ・フローは、PC事業や半導体子会社等の売却収入に加え、株式持ち合いの解
消を進め、前期比で267億円増加しました。

Down

1株当たり配当金　＋40円 
中間配当は1株当たり50円から70円に、期末配当は1株当たり60円から80円に増配し、
年間配当は1株当たり150円としました。
（注）  当社は、2018年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を実施し

ました。1株当たり配当金の数値については、株式併合後の基準で換算しています。

Up

2019年3月期の集計の結果、費用が421億円（前期比+14%）、経済効果が684億円（前
期比–10%）となりました。
（注）  集計範囲は、富士通株式会社および国内外の主要連結子会社です。対象組織につ

いては、「富士通グループ サステナビリティデータブック2019（環境データ）」をご
参照ください。

 https://www.fujitsu.com/jp/documents/about/csr/editingpolicy/Environmental_j.pdf

各組織における情報セキュリティ監査の品質向上のため、「情報セキュリティ監査人教育」
を開講しています。また、日本セキュリティ監査協会が認定する監査人資格の取得を推
進し、国内で最も多い資格者を有しています。
（注）集計範囲は、富士通株式会社および国内グループ会社です 。

社外取締役を積極的に任用することにより、監督機能を強化しています。

2019年3月期末にグローバルで温室効果ガスの総排出量を2014年3月期末比30.3%削
減しました。
（注）  集計範囲は富士通株式会社および国内外グループ会社です。

2021年3月期に女性社員比率20%、新任女性幹部社員比率20%の達成を目指し、 
女性社員を対象とした選抜研修などの取り組みを進めています。
（注）集計範囲は、富士通株式会社です 。

取締役会における多様性の確保を通して、議論の活発化と客観性の向上を図っていま
す。2019年6月24日現在、取締役10名中4名が女性2名を含む社外取締役です。

62
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経営資本のキーデータ

（2019年11月を除き、3月31日に終了した会計年度）

（各年3月20日までの1年間）
（注）集計範囲は、富士通株式会社の従業員

（時間）

       AI関連発明　       深層学習に言及するAI関連発明
（2018年3月31日現在）
出所：特許庁「AI関連発明の出願状況調査 報告書」2019年7月

（2018年3月31日現在）
（注）富士通にはPFU、パナソニックには三洋、AlphabetにはGoogleを含む
出所： WIPO (2019). WIPO Technology Trends 2019: Artificial Intelligence. 

Geneva: World Intellectual Property Organization.

*  2019年7～ 8月のテレワーク・デイズ期間中、全
従業員中で週に1回以上テレワークまたはサテラ
イトオフィスでの勤務を行った従業員数の割合

（注） 集計範囲は、富士通株式会社および株式会社
富士通研究所の従業員

出所：特許庁「特許行政年次報告書2019年版」

（2018年4月21日～ 2019年4月20日の1年間）
（注）集計範囲は、富士通株式会社の正規従業員

ファンクショングループ別に見た 
富士通従業員（2019年3月31日現在）

全従業員の約50%がシステムエンジニアを
中心とするソリューション／サービス職

セキュリティマイスター

高度なセキュリティ技術をもつスペシャリストを
育成し、独自の認定制度でスキル強化を促進

年間総労働時間

働き方改革を推進し、3年間で5.7%の労働時間
削減を達成

AI関連発明の出願人別出願件数

2014年以降の出願で2019年5月までに公開された 
出願件数は、日本で第2位

AI関連分野での 
パテントファミリー出願件数

重点7技術領域の1つであるAI関連特許の出願数は、 
世界で第6位

テレワーク実施率*

48%

2018年登録 
分野別上位出願人（特許） 

コンピューターテクノロジー分野

No.1

年間有休取得日数

15.5日
有休平均取得率

77.8%

2017年4月に 
全社員を対象として正式導入した 
テレワーク勤務制度が浸透

コンピューターテクノロジー 
分野での特許出願数は国内1位

平均で年間15日前後 
（取得率80%弱）の有休取得が定着

総計

31,827人

2,200.00

0

2,100.00

2,000.00

1,900.00

2016 2017 2018 2019

0 9,0008,0007,0006,0005,0004,0003,0002,0001,000

0 500400300200100

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0 2022年
（目標）

2019年
11月

2017年 2018年 2019年

4,5944,594

6,1876,187

3,0813,081

1,9101,910

11,00011,000

–5.7%

IBM

日本電信電話

Microsoft

富士通

東芝

ファナック

Samsung

日立製作所

NEC

NEC

富士通

キヤノン

日立製作所

東芝

パナソニック

ヤフー

キヤノン

クアルコム

Alphabet

三菱電機

（人）

（件）

（件）

事業運営職

その他

セールス／ 
マーケティング職

ソリューション／ 
サービス職

研究開発職

サプライチェーン／ 
製造職

コーポレート職
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取締役の詳しい経歴はP34-35をご覧ください。

田中 達也
取締役会長

向井 千秋
取締役 *

安井 三也
代表取締役副社長

古城 佳子
取締役 *

山室 惠
監査役 *

時田 隆仁
代表取締役社長

阿部 敦
取締役 *

山本 正已
取締役シニアアドバイザー

近藤 芳樹
常勤監査役

三谷 紘
監査役 *

古田 英範
代表取締役副社長

小島 和人
取締役

横田 淳
取締役 *

広瀬 陽一
常勤監査役

初川 浩司
監査役 *

* 社外役員かつ独立役員

取締役・監査役

1

1 4 7 10 13

2 5 8 11 14

3 6 9 12 15

5 6 7

211 8 312 414 1310 159
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富士通グループは、

デジタル技術とデータを駆使して

革新的なサービスやビジネスプロセスの変革をもたらす

「DX企業」として、成長を目指します。

デジタルトランスフォーメーションによって、

社会から求められる価値を

お客様をはじめとするパートナーと共創し、

人びとに幸せをもたらすことが、

私たちの目的です。

市場認識
　世界の法人向け IT市場において、企業が自社で運用するサーバやソフトウェアなどからな

る情報システムは近年「レガシーシステム」「従来型 ITシステム」と呼ばれるようになり、そ

の市場規模は、縮小傾向にあります。代わって増加しているのが、自社内にハードウェアや

独自のシステムを持たずに、オンデマンドでサーバ機能やアプリケーションなどを必要に応

じて使用するクラウドコンピューティングです。この変化を反映し、従来型の ITシステムをク

ラウドベースのサービスなどに置き換えて更新する、いわゆる「モダナイゼーション」の需

要は、今後も着実に増加すると見られます。

　加えて、今後市場の急成長が続くと見られるのが、デジタルトランスフォーメーション（DX）

ビジネスです。DXビジネスは、事業活動を通じて蓄積した膨大なデータを活用した新たな

ビジネスの創出や、人工知能（AI）をはじめとするデジタル技術を駆使した事業の変革を目

指すものであり、自社内にある様々な情報を収集・管理し、適切にアウトプットすることを目

的としていた従来型 ITシステムとは目的が大きく異なります。

　こうした目的の違いを反映し、企業におけるIT投資に関しても、従来型 ITシステムは情報

システム部門が主幹部署であるのに対し、DXビジネスは多くの場合事業部門（ライン・オブ・

ビジネス：LOB）や経営層が関与しています。

経営方針
―富士通の成長に向けて

特 集

 従来型 IT（＝情報システム部門）の市場は年々減少（CAGR–2.3%）

 モダナイゼーション（CAGR6.0%）や、データ活用ビジネス／DX（CAGR33.4%）市場は急成長

従来型 IT

モダナイゼーション／効率化

データ駆動型ビジネス／ DX

法人 IT市場の動向（世界）

（10億米ドル）
2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
2018

918

合計
1,607

524

165

818
（–2.3%）

701
（6.0%）

698
（33.4%）

合計2,217 
（CAGR: 6.6%）

2019 2020 2021 2022 2023

情
報
シ
ス
テ
ム
部
門

LoB ・
CxO

出所：調査会社各社のデータを基に富士通で推計

（注）カッコはCAGR
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基本方針
　富士通は、DXビジネス、およびDXビジネスに向けたモダナイゼーションやデータの分析・

可視化、システム運用の効率化などを含む「デジタル領域」を成長ドライバーと位置付け、

市場の成長を取り込んで事業を拡大します。Uber、Airbnb、Netflix、あるいはAmazonや

Facebookといった企業の例に見られるとおり、デジタル技術の活用は、まったく新しいサー

ビスの提供やグローバルなユーザーの獲得を実現し、飛躍的な成長機会をもたらします。

デジタル領域にしか見出せない、こうした高い付加価値を実現するポテンシャルを追求し、

将来の利益拡大につなげます。

　一方で、従来型 IT領域に関しても、事業規模を維持し利益を確保する方針です。私たちは、

企業の業務の中核部分に関わる「基幹システム」と呼ばれる大規模なシステムを中心とする

従来型 ITシステムの構築（インテグレーション）や、運用サービスを提供するITベンダーとし

て、産業や流通をはじめとする様々な業界において、日本で市場シェア1位を占める確固た

る地位を築いてきました。また、足元では市場が堅調に推移しており、従来型 IT領域が当面

の当社グループの収益基盤であることは確実です。これまで築いた強みと既存の顧客基盤

を活かし、市場が縮小傾向にあっても着実な収益性の強化を図ります。

成長のドライバーとして 
ビジネス伸長

• 国内は強固な顧客基盤 
を軸にシェア拡大

• さらなる収益性の強化
従来型 IT

売上イメージ

デジタル*

DXを含むデジタル領域を成長させるとともに、
従来型 ITについても強固なビジネス基盤をベースに収益拡大

2019 2022

* DXに加え、DXに向けたモダナイゼーション･可視化･効率化などを含む

富士通が目指すDXビジネス
　DXのポテンシャルに対する注目が高まる中、DX関連サービスには当社グループを含めた

ITベンダーだけでなく、産業技術を持つメーカー、金融機関、ベンチャー企業など、様々な

事業者が参入しており、競争が激しくなっています。そうした中で私たちは、富士通の特徴

や強みを活かしたDXビジネスに取り組みます。

　私たちの競争優位性は、1950年代にコンピュータ事業を開始して以来培ってきた技術力、

そして、強固な顧客基盤に支えられた様々な業種や業務に関するノウハウです。お客様の業

務に合わせて ITシステムを開発するためには、例えば食品メーカーのお客様であれば、商品

のライフサイクル、在庫管理の仕組み、配送方法、販売方法など、事業の特性を深く把握す

る必要があります。長年にわたるお客様との取引関係を通じて蓄積したこうした豊富なノウ

ハウは、一朝一夕では得られない洞察となり、業種特化型ソリューションの開発にも活かされ

てきました。

　私たちは、こうした洞察を業種や業務の壁を越えてクロスインダストリーに活用し、デジタ

ル領域で求められる広範な技術と組み合わせることで、DXビジネスを通じてお客様や社会

の価値創出を追求します。

金融サービスに
安心と利便性を システムに

モダナイゼーションを

Data

Value

5G AI

IoT

Cloud 

Data
Cyber 

Security

Computing

Consulting & 
Services

Technology & 
Integration

ものづくりに
革新を

パーソナライズド
エクスペリエンスを

安心･安全な
モビリティ社会を

健康と暮らしに
豊かさを
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お客様の事業への直接的貢献が前提
　富士通グループも含めた従来型の IT ベンダーが、これま

でアプローチしなかった、あるいはできなかった「ITシステ

ム構築以外」のサービスを積極的に手掛けることが、新会

社の目的です。それは平たく言えば、「企業の生業」を変え

るような仕事であると、私は考えています。膨大なデータ

に基づく意思決定の効率化や、ユーザーとの双方向のつな

がりを活用した新たなサービスの創出など、デジタル技術

の活用によってビジネスの革新を実現する取り組みです。

　ITベンダーとしての富士通グループは、お客様のご要望

に沿って定義した範囲で ITシステムを構築し、その工数に見

合った費用をいただく事業に従事してきました。しかしデジ

タルビジネスにおいては、ITシステムの完成は終わりではな

く、その先のお客様の事業への直接的貢献がゴールとなり

ます。従ってサービスへの報酬についても、「どのような価

値を生んだか」が評価の基本的な考え方になるはずです。

　デジタル領域において存在感を発揮するために、また社

外に共創パートナーのネットワークを広げていくためにも、

新会社スタート後、早い段階で象徴的な案件を3、4件手掛

けることが目標になるでしょう。富士通グループの変革を

牽引するからには、案件からの波及効果も視野に入れ、売

上規模も追求したいところです。

人材は人数よりも質を重視
　「企業の生業」を変えるには、経営方針や事業戦略が検

討される、一連の企業活動の中の最も上流の過程に参画す

る必要があります。従って新会社には、デジタル技術への

理解はもとより、本当にお客様に必要なイノベーションは何

か、イノベーションによってどのような価値を生むのかを、

将来も見通しながら戦略的な視点で経営課題を共有し、助

言・提案ができる優秀な人材をそろえねばなりません。新

会社では人数を増やすことよりも質を重視し、グループ内

外から精鋭を集める方針です。

　富士通グループ全体で始まった人事制度改革は、新会社

の方針にも適ったものです。富士通グループ内で、従来型

の ITサービスの範囲を超えるイノベーションを実現したい、

新たな価値を創出したいという強い意欲とそれに見合った

能力を持つ人材が、新会社に集結することを期待していま

す。グループ内外のコンサルティングやデジタル技術の専

門性と実績を持つ人材は、高度人材処遇制度に基づいた条

件で採用します。

　富士通グループ全体がデジタルビジネスへと変革を遂げ

ねばならないのですから、ほかのグループ社員も新会社が

どのような取り組みを行っているのか常に追いかけ、そこ

に採用されるような技術やサービスを生み出すべく発奮し

てほしい。そうした社員の熱意が、グループ全体の変革を

推進するエネルギーを生み、富士通自体の「生業」を変え

ることになるのです。

　富士通グループにおけるDXビジネス本格化の牽引役となるのが、2020年4月の業務開

始に向けて準備を進めている新会社です。お客様のDXを進めるための経営戦略・事業戦略

や、カスタマーエクスペリエンスやサプライチェーンなどの切り口からの業務変革に関する

戦略立案支援をはじめ、AIなど最新技術を駆使した ITシステムの構築、業務運用評価まで

のサービスを、ワンストップで提供します。

　新会社のメンバーには、グループ内の営業やSE、富士通総研から、充分な知見や実績を

持つ適任者をコンサルタントとして抜擢します。加えて、ミドルウェアやソフトウェア開発、

データ分析、AI のスペシャリストといった技術者も参画し、上流コンサルティングだけでなく

テクノロジーの実装まで、機動的にサービスを提供できる体制で業務をスタートします。グ

ループ内での職種転換や人材育成のほか、外部のコンサルタント等も積極的に獲得し、人

員体制を強化していく計画です。

　富士通の一部門ではない自立した企業とすることで、お客様にとって最適なサービス・製

品を、富士通からだけでなく外部パートナーとのアライアンスにより提供します。また、当初

はDXの取り組みが進んでいる製造・流通・金融業界からサービスを提供する一方で、これ

まで富士通とはコンタクトが少なかった業種やお客様の中における部門にも、積極的にアプ

ローチします。

　富士通グループ全体として、新会社の事業展開による成長も含め、デジタル領域におい

て2023年3月期に連結売上高1兆3,000億円まで伸ばすことを目標にしています。

 デジタルビジネスで「企業の生業」の変革を起こす

DXビジネスを牽引する新会社

テクノロジーソリューション部門
デジタルソフトウェア&ソリューションビジネスグループ長
執行役員常務

長堀 泉

 2020年4月業務開始予定

コンサルティング テクノロジーの実装
（社内外のサービス･製品）

戦略コンサル、業種コンサル、 
ソリューションコンサル、 
テクノロジーコンサル等

企画 構築

提案 運用

お客様

外部協業

富士通グループの枠を超えてビジネス展開

DX新会社
DXの提案から企画･構築･運用までワンストップで提供
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DXを支えるテクノロジー
DX推進を支えるデジタル技術にリソースを集中し、より一層強化します。お客様と社会に価値をもたらすサービスを提供す

るために不可欠な以下7つの重点技術領域において、最先端技術の開発・実用化で実績を築いてきた富士通の強みを活かし

ます。

重点7技術領域にリソースを集中

デジタルアニーラ、HPC
お客様の経営課題の解決、あるいは社会課題の解決に

貢献するインフラストラクチャーとして、デジタルアニー

ラ*1やスーパーコンピュータの開発・実用化に、引き続

き取り組みます。
*1  量子コンピューティングに着想を得たデジタル回路で、現在の汎用コンピュータ
では解くことが難しい「組合せ最適化問題」を高速に解く富士通独自の技術。

マルチ生体認証、セキュリティ・バイデザイン

サイバー防御の運用はもとより、高い専門性を備えた人

材が、取り扱うデータのリスクに応じた対策を企画・設計

段階から講じる「セキュリティ・バイデザイン」に取り組

みます。

ハイブリッド／ 
マルチクラウド

お客様企業の既存基幹システム

の、マルチクラウド化やハイブリッ

ドクラウド化を支えます。同時に、

マルチクラウドの運用サービスに

も一層注力します。

Virtuora DX、データレイク、 
Chain Data Lineage
経営・事業戦略の実現に向けた

AIの活用とデータの信頼を担保

するVirtuora DX*2や Chain Data 

Lineage*3などを提供します。
*2  企業や組織が保有するデータのうち、データの
価値を可視化した情報だけをブロックチェーン
台帳で管理する富士通独自の技術。

*3  現在のデータからデータ提供の大元まで、企業
をまたがったデータの生成・加工履歴を追跡す
ることができる、富士通独自の技術。

Dracena、エッジコンピューティング、 
リアルタイム・デジタルツイン

Dracena*4やエッジコンピューティングなど、大量かつ

迅速なデータ処理を可能とする技術を活用し、IoTソ

リューションを提供します。
*4  データ処理を継続しながら、処理内容の追加・変更を実行できる、富士通独自
のストリームデータ処理技術。

Explainable AI、Wide Learning
実ビジネスでの活用に向けて、AIが導

出した判断の理由と根拠を「見える化」

して示す技術である「説明可能なAI」

を提供し、信頼性を担保します。

Local 5G、ネットワークスライス

デジタル技術と通信インフラを支える技術を統合したサー

ビスを提供し、業種や業界を超えた新たなビジネスモデル

の創出を促進します。

価値

仮想世界
（デジタル空間）

現実世界
（リアル空間）

収集

コンピューティング

サイバーセキュリティ

クラウド

データ

AI

5G

IoT
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 サービス
　既存のサービスビジネスについては、主に日本に有する盤石な顧客基盤を維持・強化し、

一層のシェア拡大を図ると同時にコスト削減も進め、利益を最大化します。この領域におい

て、2023年3月期までの累計で、700億円以上の利益改善を達成します。

　その具体策の第1は、国内における堅調な需要を捉えたトップラインの伸長です。お客様

の既存の ITシステムや業務に対する豊富な知見を活用し、オンプレミスシステムのクラウド

化を柱とするモダナイゼーションを信頼性の高いサービスで支え、国内サービス市場におけ

るシェア拡大を目指します。

　同時に、サービスデリバリーの競争力をさらに高めます。そのカギとなるオフショア開発

拠点であるグローバルデリバリーセンター（GDC）については、2019年3月期末時点で約1.4
万人であった規模を2022年までに2万人に拡充する計画です。GDCの戦略的な活用を通じ、

以前から継続している国内のシステム構築（インテグレーション）案件の開発コスト削減をさ

らに進めます。同時に、当社グループのナレッジを集約することで、単なるローコストな開発

センターではなく、付加価値を提供するグローバルビジネスの要として高度化を進めます。

これに伴い、GDCの受託業務の範囲についても、従来のアプリケーションの開発から、設計・

運用フェーズを含む ITシステムのライフサイクル全般に拡大する方針です。併せて、従来シ

ステムエンジニア（SE）が行っていた開発や運用に関わる作業も見直し、テンプレート化を

進めるほか、AIやRPA*1の活用による自動化を推進し、生産性を向上させます。

　さらに、品質保証をサービスビジネス全体に浸透させることを目的に、社内に点在する品

質ガバナンス機能を統合した組織を設置します。新組織には、社内の異なる部門が持つ業

種別・業務別のノウハウを横断的に集約し、サービス提供現場にまで踏み込んで品質を管理

する権限を付与します。これにより、お客様との商談中やプロジェクト開始後の過程で起こり

うるリスクを早期に見極め、プロジェクトの健全な推進を徹底し、サービス全体の安定的な

利益率を確保します。
*1 ロボティックプロセスオートメーション。ソフトウェアロボットを使って業務プロセスを自動化する技術。

 システムプロダクト
　富士通にしかつくり得ない価値を生むサービスという観点では、サービスを支えるインフ

ラストラクチャーを構成するシステムプロダクトは重要な役割を持ちます。あらゆる産業に

おいて IoTで集積したデータをAIでより高速に分析し、リアルタイムにビジネスプロセスを

変える必要が高まる中、最先端のコンピューティングパワーを開発・提供できる技術力は、

当社グループの優位性の1つです。

　その証左といえるスーパーコンピュータ「富岳」は、2014年に着手した開発が完了し、製

造を開始しました。2021年から2022年ごろの供用開始に向けて、着実にシステム開発と導

入を推進します。また、広い範囲で活用される商業機としてのスーパーコンピュータの提

供も開始します。「富岳」で使われた技術を活用した商業用のスーパーコンピュータである

「PRIMEHPC FX1000」、およびそのエントリー機である「FX700」を、2019年11月に販売開

始し、グローバルに展開する計画です。従来研究者がユーザーの中心であったスーパーコン

ピュータを、創薬や素材開発をはじめとする幅広い業種のお客様に提供し、企業競争力の強

化に貢献します。

各事業における競争力強化
 ネットワーク
　5G（第5世代移動通信システム）の本格化は、ネットワークビジネスに大きな事業機会

をもたらします。基地局制御装置および無線装置については、当社グループはすでに投資

フェーズを終え、いち早く国内通信キャリア向けの供給を始めています。無線アクセスネッ

トワークについても、2018年に締結したエリクソン社との戦略的パートナーシップに基づき、

開発の効率化と市場特性に合わせたスピーディな製品投入に向けた取り組みが進展してい

ます。また、5Gのバックボーンを支える光通信については、当社の強みである高速光処理

技術に投資を集中します。

　当社グループの事業がサービスへとシフトするのに合わせ、ネットワークに関しても、ネッ

トワーク仮想化やエッジコンピューティング、運用自動化といった領域を強化するほか、ロー

カル5G*2に関する提案も積極化します。

　社内の異なる部門の連携を深め、長年にわたる通信キャリア向けビジネスで培った技術・

人材を、エンタープライズ向けネットワークコンサルティングサービスに活用する方針です。
*2 地域や個別の多様なニーズに応じて、自治体や企業が主体となって運営する5G。

 海外ビジネス
　海外ビジネスは、売上規模が大きい欧州を優先して、ハードウェアの販売とその運用・保

守を中心とした事業から、サービスを中心とした事業へのビジネスモデルの転換を着実に実

行します。

　構造改革に取り組む欧州では、2020年9月までにドイツ・アウグスブルグ工場の生産を終

了する方向で従業員代表との合意が成立し、生産終了に向けたステップを進めています。ド

イツや英国など当社グループが強い顧客基盤を持つ地域に経営資源を集中するため、これ

まで事業を展開してきた国のうち約半数において、チャネル販売モデルに移行する計画で

あり、現地子会社の再編作業に入っています。

　また、サービスビジネスに強い、英国・アイルランドを中心とした北欧・西欧（NWE）と、従

来のハードウェア販売を柱としたビジネスからサービスへの移行を進めている、ドイツを中

心とした中央・東欧（CEE）の2つの区域に分け、それぞれに責任者を置いて機動的にビジネ

スを展開します。

　富士通としてグローバルに統一化された内容・品質のサービスを提供するため、海外ビジ

ネスとGDCの連携強化にも取り組みます。その具体策の1つとして、NWEのデリバリーグルー

プについては、GDCと指揮命令系統を一体化しました。新体制の下でデリバリーのオフショ

ア率を高め、コスト競争力を強化します。欧州をレファレンスとしながら、Americasについて

も現在GDCとの連携強化に取り組んでいます。
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　グローバルデリバリーセンター（GDC）は、グローバルデ

リバリーグループのもとで ITサービスデリバリーを担う組

織です。世界8カ国に置かれた拠点から、100以上の国と

地域に40以上の言語で提供するサービスは、エンタープ

ライズ向けのアプリケーションやマルチクラウドサービス、

ワークフォース・ワークスペースマネジメント、サイバーセ

キュリティ、ビジネスアプリケーションの運用保守、顧客情

報管理から、会計・人事・受発注処理などの業務プロセス

アウトソーシング（BPO）やヘルプデスクまで、多岐にわた

ります。約1.4万人の優秀な技術者を擁し、24時間365日、

コスト効果と付加価値が高いサービスをお客様に提供して

います。

　デジタル変革がビジネスにとって必須となる中、デリバ

リーは、品質・価格・スピードのすべてにおいて新たな競争

の場になっています。GDCは、全拠点にわたって取り込んだ

アジャイルなアプローチと、設計・開発・移行・運用保守の

各分野における戦略的パートナーとの連携を強みに、富士

通グループのサービスビジネスの強化と収益性向上のカギ

を握る存在であるといえます。

　GDCのケーパビリティを強化する施策として、6千人の有

能な人員を追加し、合計2万人体制を目指します。あわせ

て、各GDCのサービスメニューの内容・品質を均一化する

とともに、日本において蓄積したシステム開発や業種・業

務ノウハウの共有も進めています。GDCの活用度を高め

ることで、従来日本で行ってきたソフトウェア開発も含め、

ITシステム開発・運用に関わる業務をこれまで以上に広範

にGDCで行い、国内 IT サービスの収益性強化につなげま

す。同時に、海外ビジネスに関しても、GDCのインテグレー

ション機能の強化とリージョンをまたいだサービスの提供

を通じ、ITインフラストラクチャーの運用保守サービスから

より付加価値の高いサービスへの移行を加速させます。グ

ローバルに統一されたデリバリーモデルと技術・ノウハウ

の共有により、すべての国やリージョン、あらゆるお客様に

対し、高品質でコスト競争力が高いサポートを提供し、継続

的に改善していきます。

　グローバルデリバリーグループの競争力の源泉は、人材

です。グローバルな体制を反映し、当グループは富士通グ

ループの中でも特に人材の多様性が高く、ダイナミックで

活発な部門です。様々な経歴を持つ人材が異なるスキル

や経験を持ち寄り、組み合わせることで、お客様に高い価

値を持つサービスを提供します。

　時田社長のリーダーシップの下、グローバルデリバリー

グループ、とりわけGDCをテコにサービスビジネスの強化

と収益性の向上を実現しようという機運が高まっています。

私自身も、テクノロジーソリューション部門のビジネスグ

ループ長と緊密にコミュニケーションを取り、各ビジネスグ

ループが日本で蓄積してきた業種ノウハウや知見を全GDC
で共有し活用すること、あるいは各ビジネスグループが今

後推進するビジネス戦略にGDCがどのように貢献すべきか

について、情報やアイディアを交換しています。

　従来型のインフラストラクチャサービスの急速なコモ

ディティ化を受け、グローバルデリバリーグループは、アプ

リケーションの開発やERP*サービス、セキュリティサービ

スなど、お客様が求める機能を強化し、新たな価値提供に

取り組んでいます。同時に、GDCではデリバリーのすべて

にアジャイル手法を取り入れ、既存のお客様に対してより

効率的でより高度なサービスを提供し、“Bringing delivery 

centers to the forefront”を合言葉に、サービスデリバリー

の変革に取り組んでいます。

　GDCは、今後も当社グループにとって極めて重要な戦略

的役割を担い続けます。例えば、インドやフィリピンなどア

ジアのGDCは、日本を中心とするサービスビジネスの収益

性強化に貢献しています。また、ポルトガルやポーランドな

ど欧州のGDCは、欧州におけるサービス化加速を支えます。

今後欧州のGDCは、ケーパビリティの強化を通じてお客様

に高い価値をもたらす新しいサービスの標準化に取り組

み、各国のお客様フロント部門との連携の下、グローバル

に通用する価値をローカルに提供するサービスを具現化し

ます。デリバリーを通じて蓄積した技術・ノウハウを基に積

極的にお客様と共創することで、当社グループの強みを活

かしながらお客様の個別の経営課題の解決に資するサー

ビスを提供します。

　日本をはじめとするすべてのリージョンにおける競争力

強化を支えるとともに、富士通が持つエンジニアリングの

DNAを受け継ぎ、富士通グループの収益性向上とグローバ

ルな成長に貢献します。
*  エンタープライズ・リソース・プランニング。人員、物的資産、資金、情報などの経営
資源を、最適に配置・配分することで効率的な経営活動を目指す考え方。多くの場合、
SAPに代表される統合業務ソリューションを指す。

グローバルなデリバリーとサービスビジネスの強化
テクノロジーソリューション部門
グローバルデリバリーグループ長

理事

Tim White

 ‶Bringing delivery centers to the forefront”  
で富士通のグローバル化と成長に貢献する

コスタリカ

ポルトガル

ポーランド

ロシア

インド
中国

マレーシア

フィリピン

業種

共創
成功に向けて、当社エコシステムの強み
とお客様とのコラボレーションを活用

成長市場を見据えたサービス
開発、およびテクノロジーイン
テグレーション力の強化

市場を牽引するデリバ
リーとグローバル標
準により、顧客基盤と
市場シェアを堅守

つ
な
げ
る

DX

成長

堅守

インテグレーション

インフラ
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「形を変える」「質を変える」取り組みの進展
　2019年3月期までの4カ年、当社グループではコア事業

へのフォーカスを進める「形を変える」取り組み、成長を加

速する「質を変える」取り組みを進めてきました。

　このうち、「形を変える」取り組みについては、コアビジ

ネスと位置付けるテクノロジーソリューション事業への経営

資源の集中を進め、2019年3月期の連結業績は構造改革

費用など特殊事項を除いた本業ベースでは前期から 341
億円の増益を達成、中でも、デジタルビジネスの中核を担

う国内サービス事業は大変堅調に推移しました。

発表の経営方針で掲げた経営目標である2023年3月期の

売上収益3兆5,000億円、営業利益率10%の必達に向け、

一層のスピード感をもって変革に取り組んでいきます。

収益性向上のポイント
　収益性向上を実現するためのメインエンジンは、やはり、

強固なビジネス基盤を持つ国内サービスです。

　国内サービスの売上規模は2019年3月期で1兆8,000
億円近くに上り、足元の需要も大変強い状況が続いていま

す。お客様のビジネス変革への取り組みや業務効率化に向

けたモダナイゼーションなどへの関心や意欲は強いものが

あると感じます。

　こうしたことも背景となり、SEなどサービスのデリバリー

リソースは不足傾向でありますが、お客様のニーズや期待

に応えるためにも、グローバルデリバリーセンターを拡充し

オフショア拡大のためのリソースプールとして戦略的に活

用、さらに、開発や運用の自動化を進め生産性の向上を図

ります。このような施策で国内サービスの着実な収益性向

上を図ることに加え、さらなる利益拡大のブースターと考

えているのはネットワーク事業と海外事業です。ネットワー

ク事業は5G本格化を大きなビジネスチャンスとして捉え、

また、海外事業については、現在進めている欧州の構造改

革を2021年3月期上期中に完了させ、サービスビジネスへ

の転換を着実に実行、健全な収益基盤を確立します。

持続的な成長に向けてシフトチェンジ
　収益性の向上と並んでもう1つの柱である持続的成長に

向けたキーワードはDXビジネスです。

　DXビジネスの本格化に向け、この領域を牽引する新会

社を設立します。また、これ以外にもDXに関するビジネス

機会の創出と新事業推進に向けた成長投資を加速します。

　また、財務体質の強化も進み、2019年3月期末時点の自

己資本比率は36.5%となり、4期前の2015年3月期末から

12ポイント以上改善、フリー・キャッシュ・フローは3期連続

で1,000億円を超え、増配など株主還元にもつなげること

ができました。

　リスクファクターやボラティリティといったネガティブな

要素を排し、安定的な経営基盤の整備にも一定の成果をあ

げることができたと考えています。

　ここからは、さらなる収益性の向上と持続的な成長につ

ながる「質を変える」取り組みに軸足を移し、2019年9月

キャッシュ・フローの配分
• 成長投資　DXをコアとした成長投資の推進

• 株主還元　安定配当をベースに成長ステージに即した株主還元

• 財務体質　社会インフラを支える企業にふさわしい強固な財務体質

　1つ目はAIや5G、サイバーセキュリティといったDXビジ

ネスを支えるテクノロジーへの重点投資、2つ目は新規事

業創出に向けたM&Aやコーポレートベンチャーキャピタル

への投資です。これらの成長投資を積極的に行い、スピー

ド感を持って新事業の育成や拡大につなげていきます。

　もちろん投資の回収管理は非常に重要です。DXに関す

るテクノロジーへの投資は従来のハード開発投資や工場な

どの大型設備投資に比べると回収サイクルが比較的短期

間となる性質を持ちます。積極投資を進める一方で、投資

効果のモニタリングはこれまで以上に精緻に行えると見て

います。持続的な成長に向けてシフトチェンジをしていき

ますが、一方で、冷静にコントロール、バランスをとるのが

CFOの役割だと考えています。

信頼されるDXパートナーとなるために
　また、お客様から信頼されるDXパートナーとなるために

は、富士通自身がDXに率先して取り組むことも大変重要

です。様々な業務プロセスや企業内の情報、特に定量的な

データはすべからくファイナンスに関わります。社内のDX
推進に向けた情報システムや制度・プロセス改革はCFOの

重要なミッションの1つと捉えており、この刷新を進めてい

きます。

　当社グループは、社会に不可欠なインフラを提供する役

割を担うとともに、社会に新たな価値を提供する大きな潜

在力を持っています。こうした当社グループが持つ価値に

対するご理解や適正な評価をいただくには、ステークホル

ダーの皆様との対話や IRの充実も極めて重要であると理

解しています。

　持続的な成長と収益性の向上を確かなものとし、広く信

頼されるDXパートナーとなるべく変革に邁進していきます。

キャッシュ・フローの創出と配分

単年度で 1,500億円以上の安定的な
フリー・キャッシュ・フロー創出を目指す

CFOからのメッセージ

CFO ／執行役員常務

磯部　武司

持続的な成長と収益性の向上を

確かなものとし、広く信頼される

DXパートナーとなるべく

変革に邁進していきます。
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自己資本比率 （%）

フリー・キャッシュ・フロー （億円）

D/Eレシオ （倍）

1株当たり配当金 （円）

財務
健全性

成長
投資

CF創出

株主
還元

（注）  当社は、2018年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を実施しました。
1株当たり配当金の数値については、株式併合後の基準で換算しています。
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富士通は、2019年3月に新経営体制を発表し、6月24日の株主総会を経て、

時田社長をはじめとする経営陣の下でDX変革がスタートしました。

2019年の座談会では、時田社長選任やDX変革の実現に向けた重要ポイントについて、

取締役会やその諮問機関である指名委員会でどのような議論が行われたのかお聞きしました。

阿部：当社グループは、マーケットからの注目度も高く、ビ

ジネス環境やテクノロジーの変化への対応能力を持つ必

要があります。一定のポジションで専門性を身につけるこ

とも大事ですが、マネジメントとして必要な広範な知識を

得るという観点での人材育成をもっと積極化してもいいで

しょう。

横田：私が取締役に就任したときから、部門をまたいで全

体を見渡すことができる人材が限られる点については問題

として認識されていますが、どのように解消すべきかは難

しい問題です。また、日本企業では少ないですが、社長選

任において社内の人物だけでなく社外の人物も候補者とし

て検討できる状況があってもいいのではないかと思ってお

り、今後考えていくべきなのではないでしょうか。

――DX企業への転換を目指すという時田社長に、リーダー
として何を期待しますか?

阿部：当社グループは、お客様のご要望を聞いてそれを充

足するシステムを提供するこれまでのビジネスモデルから、

お客様に対して「こういうことができます」や「このくらい

経済効果があります」など付加価値を生む提案型ビジネス

に転換しなくてはなりません。その過程で様々な軋轢が起

こっても、1つ1つの問題を解決して乗り越えてほしい。取

締役会としても全面的にサポートしていきます。

向井：私は、「ダイバーシティ&インクルージョン」が大事

だと思います。約13万人のグループ社員が様々な考え方

を共有し、これまで培った知識や技術力を上手に使って、成

長しなければなりません。時田社長は就任後すぐに「ドレス

コードの自由化」など「ダイバーシティ&インクルージョン」

を一歩具体化する施策を打ち出しました。DX企業として成

長するための、従業員の自由度を上げる取り組みは、とて

も有効だと感じました。

向井：毎年行うアセスメントでは、外部コンサルティング会

社のアセスメントによるレビューも活用しながら、上司の評

価に加えピアレビューなど、総合的な各人に対する評価がま

とめられている分厚い資料を読み込み、相当時間をかけて

本人と面談をします。面談では、それぞれの候補者に、富士

通でどういうことをやりたいかのビジョンを発表してもらい、

指名委員会の委員とディスカッションを行っています。

阿部：取締役会も、指名委員会からの答申をすべて無批判

で受け入れる訳ではありません。私は指名委員会のメン

バーではないので、時田新社長とお会いしたことがありま

せんでした。「一度お会いしたい」と伝えて直接お話しし、

時田新社長の考えなどを伺い、人柄も含め適任であると判

断しました。

――社長選任にあたって、どのような能力・資質を重視さ

れたのでしょうか?

横田：時田新社長は、金融分野を中心にSEとして大規模な

システム構築を通して、マネジメント力を磨いてこられまし

た。大きなプロジェクトをやり遂げてきた経験や判断力など

が、今後の当社グループを引っ張っていく強力な力になる

と思いました。

向井：加えて時田新社長は、直近でロンドン駐在の経験が

あり、欧州事業の実態を知っています。当社グループがこ

れからグローバルに成長していくために必要な知見を持っ

ていることを買いました。

阿部：私は、新社長が変化を積極的に求めて、やりきる力が

あるかを重視していました。実際に時田新社長と話し、将

来に対するビジョンを非常に明確に持ち、問題点も把握し

て、当社グループを変えていこうという強い意志を感じるこ

とができました。

――今回の役員人事を踏まえたうえで、社長後継者計画や

役員候補者の選定に関し、今後強化、あるいは見直すべき

点について教えてください。

古城：準備が重要だと思います。社長交代のタイミングが

いつ訪れてもいいように、選任プロセスを毎年しっかりと運

用する必要があると思いました。適材適所のリーダーを見

出すためには、指名委員会の次期候補者の選定に関する役

割が引き続き重要です。

――2019年3月に社長交代が発表されました。どのような
プロセスで新社長が選ばれたのでしょうか?

横田：当社では、私を含む独立社外取締役がメンバーの中

心である指名委員会が、毎年一定数の経営幹部候補者を

評価するサクセッションプランニングを行っています。その

アセスメントから毎年最終候補者として、将来社長となりう

る人物を数人選びます。今年は田中前社長から、テクノロ

ジーソリューションの成長に経営の軸足をよりシフトするた

めとして社長交代の申し出があり、最終的に選ばれていた

複数名の候補者から時田新社長を最終候補者として選び、

取締役会に答申しました。

阿部　敦
株式会社産業創成アドバイザリー 代表取締役

向井　千秋
東京理科大学 特任副学長

横田　淳
元・イスラエル、ベルギー特命全権大使

古城　佳子
東京大学大学院総合文化研究科 教授

社外取締役 座談会

社長交代とDX変革に見る富士通のコーポレートガバナンス

大きなプロジェクトをやり遂げてきた経験や判断力などが、今後
の当社グループを引っ張っていく強力な力になると思いました。 
 横田
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ますので、仕組みや制度自体も見直すような柔軟性をもっ

と発揮してほしいと期待しています。

横田：私は、Brexit問題に関して、丁寧なフォローやフィード

バックを行ってきました。当社グループの海外事業の中で

も、イギリスは重要な位置付けにあります。Brexitの行方

によっては欧州事業にも影響があるかもしれません。そう

した点に注目して、戦略的な議論に携わっていきたいです。

向井：富士通の将来を担う経営幹部候補者だけでなくグ

ループ各社の若い人たちと話すたびに、彼らが愛社精神

を持っていることにとても感銘を受けます。約13万人のグ

ループ社員のためにも、収益を生む新しいビジネスモデル

の確立が急務だと感じています。サステナブルに利益を出

し、もっと飛躍するために貢献していきたいです。

阿部：私が取締役会議長に就任したのは、新しい経営陣や

執行体制のもとで成長軌道に乗る後押しをするためだと認

識しています。議長として、報告の仕方を変えることや議論

の時間を増やすことを心がけ、議論の場で次のアクション

を決めたり、結論を出すなど1回ずつの会議を意味のある

アクションにつなげます。経営方針の方向性が明確に定

まったので、我々もそれに向けて一致団結していきます。

の雇用は非常に競争が厳しいです。「高度人材処遇制度」

を導入することで、外部から優秀な人材を採る可能性を高

くしました。ただ気を付けなくてはならないのは、もともと

在籍する社員の納得感です。「ジョブ型人事制度」に転換

することで、外部からの人材ももともとの社員もモチベー

ションを高く持てるよう多様な成長機会を提供するという

方針はいいですね。

横田：「ジョブ型人事制度」については、とても革新的な取

り組みだと思います。他の日本企業ではほとんどやってい

ないことなので、難しい点もあるかもしれませんが、方向

性としては間違っていないでしょう。従業員の活用度や納

得感をモニタリングしながら、進めていくプロセスが大切に

なってくると思います。

古城：大学で教える中で私が感じるのは、今の若い世代の

ほとんどが終身雇用を考えていないということです。彼ら

は、専門性が身に付く形でキャリアを形成したいと考えてい

ます。従って良い人材を引き付けるためには、働きがいの

ある環境を整えなければなりません。女性に対しても、出

産など一時的に休職が必要な場合に、それを加味しながら

キャリアを形成できるような仕組みが必要です。

――今般阿部取締役が取締役会議長に就任されました。

独立社外取締役が議長になるということはどのような意味

があるのでしょうか?

向井：社内の取締役が議長ですと、ある程度情報を理解し

ている前提で話が進んでいってしまう場合がありますが、

社外取締役が議長だと、そうした前提なしで議論が進んで

いくので、情報を整理しながら本質的なポイントに集中で

きるという良さがあります。

横田：阿部さんは、これまでも取締役会において、施策の

戦略的な価値を改めて問うような発言をされてきました。

また、社外取締役の代表として投資家と直接議論するなど、

大きな役割も担っておられます。取締役会の議論をより活

発化するためにも阿部さんが議長になるのはいい考えだと

賛同しました。

阿部：ガバナンス上の問題などがきっかけではなく、変革を

進めるために社外取締役をもっと活用しようという姿勢は、

富士通のガバナンスの先進性の表れだと思います。

――1年を振りかえっての取締役としての活動や、今後の
抱負をお聞かせください。

古城：私は違う分野から入ってきたため、分からないことも

多く、発言できる機会が少なくならないか危惧していまし

た。しかし取締役会は非常に議論が活発で、どんどん手を

挙げることができる雰囲気だったのがうれしい驚きでした。

自由に討論ができますし、例えば報告が長い場合は、簡素

化できるところは短くして討論の時間をのばしてほしいな

どの要望がどんどん通っていくシステムになっています。

　消極的な驚きは、IT企業という割には社内で十分にデジ

タル技術が活用されていない点です。時田社長もデジタ

ル技術を一層社内改革で活用していく方針を打ち出してい

　また、当社はDX企業として成長していかねばなりません。

手探りの部分もありますが、例えばオープンデータの活用

など、DX企業として10年・20年後も成長できるような道す

じを考える必要があると思います。

古城：時田社長が重視されているのは、社内での変革をDX
企業になるための良い循環につなげるということです。当

社グループは縦割りの組織が強いので、それをある程度崩

していかないと変革は達成できないと思います。従来の縦

割りを超えた連携を促し、社内に新しい経営戦略や理念を

浸透させ、目標がどこにあるかを全社員が理解していくこ

とがカギを握ると思います。

横田：あらゆるレベルの社員がトップの考えと自分がやるべ

きことを関連づけて進んでいければいいですね。時田社長

は様々な社員と直接話し、自分の考えを伝える場を設けて

いるようです。私はこれまで、これだけいい技術を持って

いるのに富士通はなかなか元気が出ないと思っていました

が、新社長の下で新しいことにチャレンジしようという気運

が出てきたので、期待しています。

向井：目的を達成するにはリーダーを補佐するフォロワー

シップの役割も非常に大切です。変革をスピードアップす

るために、グループ全体が時田社長のビジョンの実現に向

けまとまり、その中で個々のパフォーマンスが最大限発揮

できるようになってほしいですね。

――社員のエンゲージメントを高め、人材の潜在的な力を

引き出すために、何が必要であるとお考えでしょうか?

阿部：DX企業となるためには最先端技術分野が重要で、そ

のためには優秀な人材が必要となりますが、そうした人材

従来の縦割りを超えた連携を促し、社内に新しい経営戦略や理念
を浸透させ、目標がどこにあるかを全社員が理解していくことが 
カギを握ると思います。
 古城

「ジョブ型人事制度」に転換することで、外部からの人材ももともと
の社員もモチベーションを高く持てるよう多様な成長機会を提供
するという方針はいいですね。
 阿部

変革をスピードアップするために、グループ全体が時田社長の 
ビジョンの実現に向けまとまり、その中で個々のパフォーマンスが 
最大限発揮できるようになってほしいですね。
 向井
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役員一覧
（2019年10月1日現在）

安井　三也
代表取締役副社長 
取締役就任年数：新任 
所有する当社株式の数：3,550株*1

1959年3月23日生

1981年 4月 当社入社

2008年 6月 法務本部長（2015年3月まで）

2010年 4月 執行役員

2015年 4月 執行役員常務

2018年 4月 執行役員専務／ 
ゼネラル・カウンセル／ 
Chief Information Security Officer (CISO)*2

2019年 1月 秘書室担当

2019年 6月 代表取締役副社長*2／ 
グローバルコーポレート部門、 
海外部門担当*2／ 
グローバルコーポレート部門長*2

田中　達也
取締役会長 
取締役就任年数：4年 
所有する当社株式の数：5,759株*1

1956年9月11日生

1980年 4月 当社入社

2005年 4月 富士通（中国）信息系統有限公司  
董事兼副総経理

2009年12月 当社 産業ビジネス本部長代理 
（グローバルビジネス担当）

2012年 4月 執行役員

2014年 4月 執行役員常務

2015年 1月 執行役員副社長

2015年 6月 代表取締役社長

2019年 6月 取締役会長*2

時田　隆仁
代表取締役社長 
取締役就任年数：新任 
所有する当社株式の数：1,000株*1

1962年9月2日生

1988年 4月 当社入社

2014年 6月 金融システム事業本部長

2015年 4月 執行役員

2019年 1月 執行役員常務／ 
グローバルデリバリーグループ長

2019年 3月 執行役員副社長

2019年 6月 代表取締役社長*2

2019年10月 Chief Digital Transformation Officer 
(CDXO)*2

向井　千秋
取締役 
東京理科大学 特任副学長 
取締役就任年数：4年 
所有する当社株式の数：2,357株*1

1952年5月6日生

1977年 4月 慶應義塾大学 医学部 外科学教室 医局員 
（1985年11月まで）

1985年 8月 宇宙開発事業団*6 
搭乗科学技術者（宇宙飛行士） 
（2015年3月まで）

1987年 6月 アメリカ航空宇宙局 ジョンソン宇宙センター 
宇宙生物医学研究室 心臓血管生理学研究員 
（1988年12月まで）

2000年 4月 慶應義塾大学 医学部 外科学 客員教授*2

2014年10月 日本学術会議 副会長（2017年9月まで）

2015年 4月 東京理科大学 副学長（2016年3月まで）

2015年 6月 当社取締役*2

2016年 4月 東京理科大学 特任副学長*2

2017年 1月 国連宇宙空間平和利用委員会（COPUOS）
科学技術小委員会 議長（2018年1月まで）

2018年 4月 宇宙航空研究開発機構 特別参与*2

2019年 3月 花王株式会社 社外取締役*2

山本　正已
取締役シニアアドバイザー 
取締役就任年数：9年 
所有する当社株式の数：16,940株*1

1954年1月11日生

1976年 4月 当社入社

2004年 6月 パーソナルビジネス本部副本部長

2005年 6月 経営執行役*3

2007年 6月 経営執行役*3常務

2010年 1月 執行役員副社長

2010年 4月 執行役員社長

2010年 6月 代表取締役社長

2015年 6月 代表取締役会長

2017年 6月 取締役会長

2019年 6月 取締役シニアアドバイザー *2

阿部　敦
取締役 
株式会社産業創成アドバイザリー 代表取締役 
取締役就任年数：4年 
所有する当社株式の数：1,965株*1

1953年10月19日生

1977年 4月 三井物産株式会社入社

1990年 6月 同社 電子工業室課長

1993年 1月 アレックス・ブラウン・アンド・サンズ*7 
マネージング・ディレクター

2001年 8月 ドイツ証券会社*8 
執行役員 兼 投資銀行本部長

2004年 8月 J.P.モルガン・パートナーズ・アジア*9 
パートナー兼日本代表（2009年3月まで）

2007年 5月 エドワーズ・グループ・リミテッド*10 
取締役（2009年10月まで）

2009年12月 株式会社産業創成アドバイザリー 
代表取締役*2

2011年 2月 オン・セミコンダクター・コーポレーション 
取締役*2

2015年 6月 当社取締役*2

古田　英範
代表取締役副社長 
取締役就任年数：新任 
所有する当社株式の数：1,452株*1

1958年12月13日生

1982年 4月 当社入社

2009年 5月 産業システム事業本部長

2012年 4月 執行役員

2014年 4月 執行役員常務／ 
グローバルデリバリー部門長

2018年 4月 執行役員専務／デジタルサービス部門長

2019年 1月 テクノロジーソリューション部門長*2／ 
Chief Technology Officer (CTO)*2／ 
Chief Information Officer (CIO)*2

2019年 6月 代表取締役副社長*2／ 
テクノロジーソリューション部門、 
営業部門担当*2

小島　和人
取締役 
取締役就任年数：9年*4 
所有する当社株式の数：863株*1

1942年3月30日生

1965年 4月 当社入社

1994年 6月 取締役

1998年 6月 常務取締役

2000年 4月 専務取締役（2002年6月まで）

2002年 6月 専務執行役*5

2003年 4月 経営執行役*3専務（2003年4月まで）

2003年 6月 特命顧問 北米総支配人

2005年 9月 顧問（2006年 6月まで）

2007年 4月 株式会社シーイーシー 社外監査役 
（2011年4月まで）

2018年 6月 当社取締役*2

常勤監査役

近藤　芳樹 
広瀬　陽一

監査役

山室　惠
（弁護士法人瓜生・糸賀法律事務所 弁護士 特別顧問）

三谷　紘 （弁護士）

初川　浩司 （公認会計士）

代表取締役社長

時田　隆仁

代表取締役副社長

古田　英範 
安井　三也

執行役員副会長

塚野　英博 
髙綱　直良

執行役員専務

木脇　秀己 
窪田　雅己

執行役員常務

阪井　洋之 
中野　克己 
小田　成 
斎藤　淳一 
山口　裕久 
湯浅　一生 
吉澤　尚子 
東　純一 
島津　めぐみ 
砂田　敬之 
櫛田　龍治 
山守　勇 
磯部　武司 
林　恒雄 
長堀　泉

監査役

代表取締役／執行役員

横田　淳
取締役 
取締役就任年数：5年 
所有する当社株式の数：654株*1

1947年6月26日生

1971年 4月 外務省入省

1998年 1月 大臣官房審議官 兼 経済局

2002年 6月 在香港日本国総領事館 総領事

2004年 4月 在イスラエル日本国大使館 特命全権大使

2009年 5月 在ベルギー日本国大使館 特命全権大使

2012年10月 特命全権大使経済外交担当 兼  
イラク復興支援等調整担当 
（2014年1月まで）

2014年 6月 一般社団法人 日本経済団体連合会  
経団連会長特別アドバイザー 
（2018年5月まで）

2014年 6月 当社取締役*2

古城　佳子
取締役 
東京大学大学院 総合文化研究科 教授 
取締役就任年数：1年 
所有する当社株式の数：242株*1

1956年6月19日生

1988年 4月 國學院大學 法学部 専任講師

1991年 4月 同学部 助教授

1996年 4月 東京大学大学院 総合文化研究科 助教授

1999年 6月 同研究科 教授*2

2010年10月 財団法人日本国際政治学会*11 
理事長

2012年10月 一般財団法人日本国際政治学会 評議員*2

2014年10月 日本学術会議 会員*2

2018年 6月 当社取締役*2

*1  2019年3月末現在の保有株式数
*2  現在に至る
*3   経営執行役については、2009年6月付で執行役員に呼称を変更しています。
*4  取締役就任年数は、現在に至るまでの累計年数です。
*5  執行役については、2003年4月に経営執行役に呼称を変更しています。
*6  現 宇宙航空研究開発機構

*7  現 Raymond James & Associates, Inc.
*8  現 ドイツ証券株式会社
*9  現 ユニタス・キャピタル
*10 現 アトラスコプコ
*11 現 一般財団法人日本国際政治学会

業務執行取締役

非執行取締役
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富士通の全体像   役員一覧 



当社は、コーポレートガバナンスを、経営者がその使命を果たして株主の皆様の負託に応えるために必要不可欠な仕組みと

位置付けています。経営者の使命とは、「FUJITSU Way」で掲げる企業理念の下、目先の利益のみを追いかけるのではなく、
お客様やお取引先様の信頼に応え、社員が生き生きと誇りを持って働き、社会に貢献する経営を行うことです。こうした経営

の実践を通して、当社は、中長期的な成長や企業価値の向上を実現します。

e 監査役による取締役会の外からの監査および監督と、非

執行役員（非執行取締役および監査役をいう。以下、同

じ）を中心に構成する任意の指名委員会、報酬委員会お

よび独立役員会議により取締役会を補完する。

f 独立社外監査役は、独立性基準を満たす社外監査役と
する。

　当社は、2015年12月の取締役会決議によって、コーポ

レートガバナンスに関する当社の考え方を整理した基本方

針「コーポレートガバナンス基本方針」を制定しました。

https://pr.fujitsu.com/jp/ir/governance/
governancereport-b-jp.pdf

このほか、コーポレートガバナンスの詳細については当社Webサイト（企業情報＞サステ
ナビリティ＞コーポレートガバナンス）をご覧ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/governance/

取締役の任期を 
1年に短縮
取締役の経営責任
のさらなる明確化
のため

相談役・顧問制度の廃止
経営責任の明確化やコーポレートガバナンス強化のため
なお、外部団体の役員への就任に必要不可欠な場合や、
業務執行に特に有用と判断される場合には、取締役会の
決議を経て、個別に委任契約を締結し、「シニアアドバイ
ザー」または「シニアフェロー」と呼称

指名委員会・報酬委員会の設置
役員の選任プロセスおよび役員報
酬の決定プロセスの透明性・客観
性、役員報酬体系・水準の妥当性
を確保するため

「業績連動型株式報酬」制度の導入
業務執行取締役に中長期的な企業
価値向上のインセンティブを与え、
株主視点での経営を一層促すため

取締役会議長等に独立社外取締役を任命
取締役会議長および指名委員会・報酬委員会委員長
に独立社外取締役を任命することにより、監督機能
を強化し、より透明性・客観性ある議論を促すため

独立役員会議の設置
業務の執行と一定の距離を置く独立役員が
恒常的に当社事業への理解を深めるため

「コーポレートガバナンス基本方針」の制定
株主に対して、コーポレートガバナンスの基
本的な考え方を踏まえた仕組みの整備、運
用の基本方針を示すため

　当社のコーポレートガバナンス体制は、監査役会設置会

社制度の長所を活かしつつ、取締役会における非執行取締

役（独立社外取締役および社内出身の業務を執行しない取

締役をいう。以下、同じ）による業務執行取締役の業務執

行に対する監督の実効性と多様な視点からの助言の確保

を以下の方法により実現します。

a 業務執行を担う「業務執行取締役」に対し、業務執行の

監督機能を担う「非執行取締役」を同数以上確保する。

b 非執行取締役の主要な構成員を独立社外取締役とし、

社内出身者である非執行取締役を1名以上確保する。

c 独立社外取締役は、当社が定める独立性基準（以下、「独

立性基準」という）を満たす社外取締役とする。

d 非執行取締役候補者の選定に当たり、出身の属性と当

社事業への見識を考慮する。

主な会議体・委員会の責務と構成

取締役会 　当社は、経営の重要な事項の決定と監督を行う機関として取締役会を設置しています。取締役会は、法令お
よび定款に反せず、妥当と考える最大限の範囲で、業務執行に関する権限を代表取締役およびその配下の執行
役員以下に委譲し、取締役会はその監督および助言を中心に活動を行います。また、取締役会は、独立性が高く、
多様な視点を有する社外取締役を積極的に任用することにより、監督および助言機能を強化しています。取締
役の任期は1年です。
　2019年6月24日現在、取締役会は、業務執行取締役3名、非執行取締役7名（うち、社外取締役4名）の合計
10名で構成されており、取締役会議長は、業務執行の最高責任者である社長から分離し、独立社外取締役が務
めています。

監査役（会） 　当社は、監査機能および監督機能として監査役（会）を設置しています。監査役は、取締役会等の重要な会議
に出席し、業務の決定にも執行にも関与しない、より独立した立場から取締役会および業務執行機能の監査お
よび監督を行います。監査役の任期は4年です。
　2019年6月24日現在、監査役会は、監査役5名（うち、常勤監査役2名、社外監査役3名）で構成されています。
　当社監査役のうち、常勤監査役 近藤芳樹は、国内営業部門およびSE部門の管理業務に携わった経験が豊富
であり、当社の主力ビジネスであるサービスビジネスに関する深い見識を有しています。同じく、常勤監査役を
務める広瀬 陽一は、当社の財務・経理本部長を務めるなど財務・経理部門における長年の経験に加え、テクノロ
ジーソリューションを中核としたビジネスモデルへの変革に深く携わるなど、財務会計の分野のみならず、経営
に関する豊富な知見を有しています。なお、社外監査役の専門性については、P39-40の「社外役員の選任状況」
をご参照ください。

指名委員会・
報酬委員会

　当社は、役員の選任プロセスの透明性および客観性の確保、役員報酬決定プロセスの透明性および客観性、
役員報酬の体系および水準の妥当性の確保などを目的として、取締役会の諮問機関である指名委員会および報
酬委員会を設置しています。
　指名委員会は、当社の「コーポレートガバナンス基本方針」に定めた「コーポレートガバナンス体制の枠組み」
と「役員の選解任手続きと方針」に基づき、役員候補者について審議し、取締役会に答申しています。
　また、報酬委員会は、当社の「コーポレートガバナンス基本方針」に定めた「役員報酬の決定手続きと方針」
に基づき、基本報酬の水準と、業績連動報酬の算定方法を取締役会に答申することとしています。
　指名委員会および報酬委員会は「コーポレートガバナンス基本方針」において、その過半数を非執行役員で
構成し、独立社外取締役を1名以上確保するものとしています。
　両委員会の2019年7月25日現在の委員は以下のとおりであり、両委員会共に非執行役員4名（うち、独立社外
取締役3名）で構成されています。また、両委員会の事務局は、当社の人事部門および法務部門が担当しています。
• 指名委員会   委員長：横田淳氏 

委員：向井千秋氏、古城佳子氏、田中達也氏
• 報酬委員会   委員長：向井千秋氏 

委員：横田淳氏、古城佳子氏、田中達也氏

独立役員会議 　当社は、独立役員の活用を促すコーポレートガバナンス・コードの要請に応えつつ、取締役会において中長期
の会社の方向性に関わる議論を活発化させるためには、業務の執行と一定の距離を置く独立役員が恒常的に当
社事業への理解を深めることのできる仕組みが不可欠と考え、2016年3月期にすべての独立役員（独立社外取
締役4名、独立社外監査役3名）で構成する独立役員会議を設置しました。2019年3月期は同会議を6回開催し
ました。同会議では、議題を1、2テーマに限定して独立役員が情報を共有し議論を尽くすこととしており、各役
員の意見の形成と取締役会における審議の活性化に寄与しています。

取締役・監査役
を支援する体制

　当社は、各役員が能力を発揮し、当社のコーポレートガバナンスにおける役割を果たせるよう、業務執行取締
役、非執行取締役および監査役の区別なく、以下の支援を行っています。
•  役員が、外部の専門家の助言を含め各自が必要と考える情報を円滑に入手できるよう、費用面、人員面から支
援する体制を整備する。

•  新規選任された役員に対して、役割や責務、社内体制、事業内容の説明など必要なトレーニングを実施する。
また、役員選任後も上記内容につき適宜更新の機会を提供するとともに、役員が各自必要と考えるトレーニン
グを継続的に受けられるよう配慮する。
　なお、社外役員については、当社の事業分野、企業文化などに対する知見が社内役員と異なることに鑑み、上
記の支援および前述の独立役員会議に加え、社外役員をサポートする支援組織を設置し、各社外役員に当社の
若手社員を補佐として配置して彼らを介して必要な会社情報に直接アクセスできる体制を敷いています。

これまでのコーポレートガバナンス強化のための取り組み

2006年 2009年 2015年 2017年 2018年 2019年

コーポレートガバナンスの基本的な考え方

コーポレートガバナンス体制の枠組み

1. コーポレートガバナンス体制の概要
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（6）  当社から役員報酬以外に、多額の金銭、その他財産を

得ている者

（7）  当社の主要な取引先の取締役、執行役、監査役または

重要な使用人*3

*1  当社と当社の子会社
*2  当社の直近の事業報告に記載された上位10社の大株主
*3  当該大株主、借入先、取引先の独立社外取締役または独立社外監査役である場
合を除く

*4  当社の直近の事業報告に記載された当社グループの主要な借入先
*5  年間の合計が1,000万円以上の専門的サービスなどに関する報酬、寄付等
*6  過去3事業年度のいずれかの事業年度において、当社グループとの取引の対価の
支払額または受取額が、取引先または当社の連結売上高の1%を超える企業など

*7  2親等以内の親族、配偶者または同居人
*8  当社の社外監査役または社外監査役候補者である者の独立性を判断する場合に限る

社外役員の選任状況
　当社では、経営の透明性、効率性を一層向上させるため、

社外役員を積極的に任用しています。

　当社は、前述の独立性基準によって社外役員の独立性を

判断しており、社外役員の全員を当社が国内に株式を上場

している金融商品取引所に独立役員として届け出、受理さ

れています。

　なお、各社外取締役および社外監査役の役割、機能と具

体的な選任状況に対する考え方は以下のとおりです。

社外役員の独立性基準
　当社は、以下の基準に基づいて社外役員の独立性を判断しています。

a 現在または過去において以下のいずれにも該当しない者

（1）  当社グループ*1の取締役または使用人

（2）  当社の大株主*2の取締役、執行役、監査役または重要

な使用人*3

（3）  当社の主要な借入先*4の取締役、執行役、監査役また

は重要な使用人*3

（4）  当社の会計監査人の社員または使用人

（5）  当社と他社の間で相互に派遣された取締役、執行役、

監査役または執行役員

（6）  当社から役員報酬以外に、多額の金銭*5、その他財産

を得ている者

（7）  当社の主要な取引先*6の取締役、執行役、監査役また

は重要な使用人*3

b 現在または過去3年間において 

以下のいずれかに該当する者の近親者*7でない者

（1）  当社グループの業務執行取締役、業務執行取締役でな

い取締役*8または重要な使用人

（2）  当社の大株主の取締役、執行役、監査役または重要な

使用人*3

（3）  当社の主要な借入先の取締役、執行役、監査役または

重要な使用人*3

（4）  当社の会計監査人の社員または使用人

（5）  当社と他社の間で相互に派遣された取締役、執行役、

監査役または執行役員

株主／株主総会

当社のコーポレートガバナンス体制の模式図 （2019年12月25日現在）
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取締役10名

代表取締役社長

業務執行取締役
3名

FUJITSU Way推進委員会

執行役員 経営会議各部門、
グループ各社

リスク・コンプライアンス委員会

非執行取締役
7名（うち社外取締役4名）

内部監査部門
（内部統制・監査室）

監査役会
監査役5名
（うち社外
監査役3名）

会計監査人

報酬委員会
指名委員会

内部統制体制の整備に関する基本方針

独立役員会議
独立社外取締役4名、独立社外監査役3名

内部統制部門

執行組織

執行組織の状況
　当社は、代表取締役社長の業務執行権限を分担する執行役員を置くとともに、代表取締役社長の意思決定を補佐するた

め、代表取締役および執行役員で構成する経営会議を設置し、経営の効率性を高めています。

〈社外取締役〉

横田　淳氏

イスラエル大使、ベルギー大使などを歴任され、欧州との経済連携協定交渉のための政府代表を務められるなど、国際経済交渉の専門
家であり、また、グローバルな視点からの政治、経済に対する深い見識をお持ちであるため、社外取締役としての監督機能および役割を
果たしていただけると考えています。なお、横田淳氏は、当社の主要株主や主要取引先の業務執行者などであった経歴がないことから、
当社は同氏が独立性を有すると考えています。

向井　千秋氏

医師からアジア女性初の宇宙飛行士となった経歴をお持ちであり、当社の標榜するチャレンジ精神を最先端の科学分野で体現されてお
り、多様な観点から業務執行に対する監督、助言を行うとともに、報酬委員会の委員長として役員報酬のあり方について議論をリードして
きました。今後も、広範な科学技術の知見に基づくグローバルで公正かつ客観的な監督と助言が期待できるため、社外取締役としての監
督機能および役割を果たしていただけると考えています。なお、向井千秋氏が特任副学長を務めている東京理科大学を運営する学校法
人東京理科大学と当社の間には、営業取引関係がありますが、その取引金額は、2019年3月期において約13百万円であり、当社の売上
規模に鑑みて、特別の利害関係を生じさせる重要性はありません。このため、当社は、同氏が独立性を有すると考えています。

阿部　敦氏

長年にわたる投資銀行業務やプライベート・エクイティ業務の経験を通して、ICT業界やM&Aについての深い見識をお持ちであり、株主・
投資家目線からの監督機能や助言に加え、経営陣の迅速・果断な意思決定への貢献が期待できるため、社外取締役としての監督機能およ
び役割を果たしていただけると考えています。阿部敦氏は、当社の主要株主や主要取引先の業務執行者などであった経歴がないことから、
当社は同氏が独立性を有すると考えています。

古城　佳子氏

日本国際政治学会理事長などの要職を歴任され、長年、民間企業を含む経済主体が国際政治に及ぼす影響などについての研究を重ねて
おられ、深い学識に基づき、国際政治の激動期における外部環境の変化への対応やSDGsへの取り組みなどについて幅広い助言と監督が
期待できるため、社外取締役としての監督機能および役割を果たしていただけると考えています。また、古城佳子氏は、当社の主要株主
や主要取引先の業務執行者等であった経歴がないことから、当社は同氏が独立性を有すると考えています。

2. 社外取締役・社外監査役
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（ご参考）役員報酬項目と支給対象について

対象
基本報酬

賞与 業績連動型株式報酬
経営監督分 業務執行分

取締役 ○ － － －

業務執行取締役 ○ ○ ○ ○

監査役 ○ － －

　役員報酬を、職責および役職に応じ月額で定額を支給す

る「基本報酬」と、短期業績に連動する報酬としての「賞

与」、株主価値との連動を重視した長期インセンティブとし

ての「業績連動型株式報酬」から構成する体系とする。

〈基本報酬〉
　すべての取締役および監査役を支給対象とし、その支給

額はそれぞれの役員の職責や役職に応じて月額の定額を

決定する。

• あらかじめ役位に応じた基準株式数、業績判定期間（3年

間）、連結売上収益と連結営業利益を指標とする中長期

業績目標とその業績達成度合いに応じた係数幅を設定

し、基準株式数に業績達成度合いに応じた係数を乗じて、

年度ごとの株式数を計算のうえ、業績判定期間の終了を

もって、その合計株式数を割り当てる。

　当社は、より透明性の高い役員報酬制度とするべく、

2009年10月の取締役会決議により報酬委員会を設置して

います。取締役および監査役の報酬等は、同委員会の答申

を受けて取締役会で改定された以下の「役員報酬支給方

針」に基づき、決定されます。

役員報酬支給方針
　グローバル ICT企業である富士通グループの経営を担う

優秀な人材を確保するため、また、業績や株主価値との連

動性をさらに高め、透明性の高い報酬制度とするため、以

下のとおり役員報酬支給方針を定める。

〈賞与〉
• 業務執行を担う取締役を支給対象とし、1事業年度の業

績を反映した賞与を支給する。

• 「賞与」の具体的な算出方法は、主として連結売上収益お

よび連結営業利益を指標とし、当期の業績目標の達成度合

いに応じて支給額を決定する「オンターゲット型」とする。

〈業績連動型株式報酬〉
• 業務執行を担う取締役を支給対象とし、株主と利益を共

有し、中長期的な業績向上に資する、業績連動型の株式

報酬を支給する。

　当社は、政策保有株式について、保有目的が明確であり、

積極的な保有意義がある場合のみ保有します。取締役会に

おいて、当社の加重平均資本コストを基準として、それに

対するリターン（配当や取引状況などの定量要素）やリス

クが見合っているかを定量的に評価し、定量的な保有意義

がない場合には、なお保有することに合理性があることを

根拠づける定性的な理由がないかを評価し、保有の継続を

議論しています。2019年3月期は、78銘柄を売却し、2019

年3月末時点で保有する政策保有株式について、2019年6
月19日の取締役会で議論しました。

　なお、当社は、政策保有株主との取引について、政策保

有株主でない取引先と同様の独立当事者間取引を行って

います。また、当社は、政策保有株主から売却意向を示さ

れた場合、売却を妨げませんが、売却時期、方法などに関し

て要請する場合があります。

取締役・監査役の構成（2019年6月24日現在）

取締役 10名
業務執行

社内 社外 社内／常勤 社外

非執行 非執行

代表
取締役

代表
取締役

代表
取締役

取締役会
議長

監査役 5名

〈社外監査役〉

山室　惠氏 法曹界における長年の経験をお持ちであり、会社法をはじめとする企業法務および国内外のコンプライアンス対策に精通されているた
め、当社の企業統治においてその経験と見識を活かした社外監査役としての監督・監査機能および役割を果たしていただけると考えてい
ます。なお、山室惠氏は、当社の主要株主や主要な取引先の業務執行者などであった経歴がないことから、当社は同氏が独立性を有す
ると考えています。

三谷　紘氏 検事、公正取引委員会の委員などを歴任され、法律のみならず、経済・社会など、企業経営を取り巻く事象に深い見識をお持ちであるた
め、当社の企業統治においてその経験と見識を活かした社外監査役としての監督・監査機能および役割を果たしていただけると考えてい
ます。なお、三谷紘氏は、当社の主要株主や主要な取引先の業務執行者などであった経歴がないことから、当社は同氏が独立性を有す
ると考えています。

初川　浩司氏 公認会計士としてグローバル企業の豊富な監査経験と、企業会計に関する広い知見をお持ちであるため、当社の企業統治においてその
経験と見識を活かした社外監査役としての監督・監査機能および役割を果たしていただけると考えています。なお、初川浩司氏が代表執
行役を務められていたあらた監査法人（現 PwCあらた有限責任監査法人）は、当社の会計監査を担当したことはありません。当社と同
監査法人には当社サービスに関わる営業取引関係がありますが、その取引金額は2019年3月期において約3百万円であり、当社の売上
規模に鑑みて、特別の利害関係を生じさせる重要性はありません。このため、当社は、同氏が独立性を有すると考えています。

3. 役員報酬の決定方針

4. 政策保有株式に関する取り組み
時田
隆仁

古田
英範

安井
三也

田中
達也

山本
正已

小島
和人

横田
淳

向井
千秋

阿部
敦

古城
佳子

近藤
芳樹

広瀬
陽一

山室
惠

三谷
紘

初川
浩司

指名委員会 ○ ○
委員長 ○ ○

報酬委員会 ○ ○ ○
委員長 ○

独立役員会議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

 男性　  女性
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取締役会・監査役会の開催および出席

取締役および監査役の報酬等の総額および種類別の額

区分 人数
報酬等の種類

報酬等の 
総額基本報酬 賞与

業績連動型
株式報酬

取締役（社内） 7人 287百万円 65百万円 20百万円 373百万円
社外取締役 5人 60百万円 ̶ ̶ 60百万円
監査役（社内） 2人 72百万円 ̶ ̶ 72百万円
社外監査役 3人 45百万円 ̶ ̶ 45百万円

（注）  1.  上記には、2019年3月期に退任した役員を含んでいます。
   2.  取締役（社外取締役含む）の報酬額は、2006年6月23日開催の第106回定時株主総会において、年額6億円以内とし、2017年6月26日開催の第117回定時株主総会において、

非金銭報酬として当社普通株式を、年額3億円以内、割り当てる株式総数を年4.3万株（2018年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を実施したことから、株
式併合後の株式数を記載しています）以内とすることを決議いただいています。また、2011年6月23日開催の第111回定時株主総会において、監査役（社外監査役含む）の報酬
額は、基本報酬を年額1億5千万円以内と決議いただいています。当社は、この報酬額の中で、上記の表の報酬を支給しています。

   3.  業績連動型株式報酬は、2019年3月期に費用計上した金額を記載しています。 

（注） 上記のほか、株主総会の開催前などには、実質株主である主要機関投資家を訪問して当社の経営方針、コーポレートガバナンス体制の考え方、株主総会上程議案などについて説明
しています。また、取締役（社外取締役を含む）が直接投資家と対話する機会なども設けています。

取締役会の実効性評価
　取締役会は、その実効性の維持、向上のため、取締役会の評価を毎年行うことを「ガバナンス基本方針」に定めています。

説明責任
　当社では、株主・投資家などのステークホルダーに対する企業・経営情報の説明をコーポレートガバナンス上の重要事項

の1つと認識しており、適時・適切な情報開示に努めています。

面談 回数 内容

証券アナリスト・ 
機関投資家向け 
定期的説明会

9回 社長による経営方針説明会、社長および最高財務責任者（CFO）による決算説明会、各事業責任者による事業戦略
説明会を定期的に開催しています。また、社長、CFO、各事業責任者クラスによる説明会では、必ずマスコミ向けの
説明会も開催し、報道を通じて個人投資家の皆様にも情報が伝わるよう配慮しています。
動画、プレゼンテーション資料、質疑応答などは下記サイトでご覧いただけます。
https://pr.fujitsu.com/jp/ir/library/presentation/

海外投資家向け 
定期的説明会

9回 CFOおよび IR担当者が定期的に海外の機関投資家訪問を行っています。また、欧米に IR担当者を駐在させ、決算時
にかかわらず常に投資家とのリレーションを持っています。

個人投資家向け 
説明会

8回 個人投資家向け説明会は定期的に開催していませんが、証券会社の支店などで不定期に開催しています。また、個
人投資家向け専用サイトにお問合せフォームを設置し、個人投資家の皆様とのリレーション向上に努めています。

　当社は、企業価値の持続的向上を目指し、コーポレートガバナンスの強化に努めています。2019年3月期の取り組み状況

は以下のとおりです。

2019年3月期の
評価方法
　2019年4月に執行側が新経営
体制となり、独立社外取締役で
ある阿部取締役が取締役会議長
に就任することを踏まえ、取締役
会の実効性をさらに高めるため
の施策について、阿部取締役お
よび2019年3月期に取締役会議
長であった山本取締役会長（当
時）と独立社外役員との議論によ
り意見聴取を行いました。

前期の評価を踏まえた
2019年3月期の取り組み
　取締役会が注力すべき中長期
的な戦略、事業計画の策定のた
めの議論により時間をかけられ
るよう、部門ごとの月次業績の特
徴などが効率的に報告されるよ
う工夫しました。また、社外の有
識者による役員向けの特定テー
マの教育を実施しました。さら
に、独立社外役員の情報交換や
意見の醸成を図る取り組みであ
る独立役員会議を継続しました。

2019年3月期の評価結果
• 取締役会における月次決算報告において、利益
率改善の議論につながる報告とすべく内容に改
善の余地がある。

• 取締役会での議論を、現場を指揮する責任者で
ある専務、常務を通して現場に伝えることは重要
である。

• 限られた時間の中で効率的な議論をするために、
①取締役会資料の電子化を推進し、それに伴い
資料のフォーマットを統一すること、②事前の資
料共有の早期化を徹底すべきこと、③議題設定
の意図の説明を充実させることが有効である。

取締役会（うち臨時取締役会）

13回（1回）

社外監査役の監査役会への出席状況

100%

社外取締役の取締役会への出席状況

100%
横田淳氏 100%、向井千秋氏 100%、
阿部敦氏 100%、古城佳子氏 100%

社外監査役の取締役会への出席状況

97.4%
山室惠氏 92.3%、三谷紘氏 100%、
初川浩司氏 100%

山室惠氏 100%、三谷紘氏 100%、
初川浩司氏 100%

監査役会（うち臨時監査役会）

10回（2回）

定された職務を行っています。また、内部統制体制の運用状

況については、定期的に取締役会への報告を行っています。

〈リスクマネジメント体制・コンプライアンス体制〉
　当社では、リスクマネジメント体制とコンプライアンス体

制を「内部統制体制の整備に関する基本方針」の中心に位

置付け、これらの体制をグローバルに統括する組織として、

取締役会に直属するリスク・コンプライアンス委員会を設

置しています。

　同委員会は、代表取締役社長を委員長として、業務執行

取締役を中心に構成されています。同委員会は、概ね年4
回開催し、コンプライアンス違反や情報セキュリティを含む

業務遂行上のリスクに関し、顕在化したリスクが適時に同

委員会に報告される体制および内部通報制度の運用のほ

か、最高リスク・コンプライアンス責任者の実行方針を定め

ます。同委員会の活動の経過および結果は、定期的に取締

役会に報告しています。

　また、富士通グループのグローバルな区分である「リー

ジョン」ごとに同様の機能を持つ委員会を設置し、リスク・

コンプライアンス委員会の下部委員会として、リスクマネジ

メント体制、コンプライアンス体制を富士通グループ全体

に浸透させています。

　最高リスク・コンプライアンス責任者は、当該方針に基づ

き、グループ内の組織を指揮して、業務遂行上のリスクの

顕在化の防止に取り組んでいるほか、顕在化した業務遂行

上のリスクにより生じる損失を最小限にとどめる活動を行っ

ています。

内部監査・会計監査体制
〈内部監査〉
　内部監査組織として内部統制・監査室を設置しています。

内部統制・監査室は、グループ各社の内部監査組織と連携

して、富士通グループ全体に関する内部監査を実施して結

果を代表取締役社長に報告しています。内部監査の監査

計画および監査結果については、グループ会社に関する事

項を含め、常勤監査役に対しては原則として月次で報告を

行い、監査役会および会計監査人に対しては定期的（原則

として四半期に一度）に報告を行っています。

　内部統制・監査室は、公認内部監査人（CIA）、公認情報

システム監査人（CISA）、公認不正検査士（CFE）などの資

格を有する者など、内部監査に関する専門的な知見を有す

る従業員を相当数配置しています。

〈会計監査〉
　会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人は、監査

役会に対し、監査計画および監査結果を報告しています。

また、必要に応じて意見交換なども行っており、連携して監

査を行っています。

内部統制体制
〈内部統制部門〉
　「内部統制体制の整備に関する基本方針」に基づき、リスク・

コンプライアンス委員会、FUJITSU Way推進委員会などがそ

れぞれリスク管理体制、コンプライアンス体制、財務報告に

関する内部統制体制などの整備・運用を行い、基本方針に規

5. 内部監査・会計監査および内部統制部門の状況

6. 2019年3月期のコーポレートガバナンスの実績（レビュー）
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デジタル技術の進展によりかつてないスピードで新たな

価値が創造される一方、これまでの考え方や仕組みが通

用しなくなり、予期せぬリスクが発生する不確実な時代を

迎えています。この激しい変化の中、企業としての持続

可能性を高め、イノベーションを生み出し続けていくため

に、富士通グループはより多くのステークホルダーの声に

耳を傾け、その期待と要請を自らの変革につなげていき

ます。このセクションでは、その概略をご紹介します。

サステナビリティ
マネジメント
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だきました。頂戴したご意見を基にお客様や社会から存在価値を

認められる企業となるべく、自らのトランスフォーメーションに

挑んでいきます。

　今回のダイアログを通じて、時代の変化に合わせて自らを捉え

直すこと、良い目的を持ち多くのステークホルダーと関係資産を

築くこと、イノベーションを起こすためのフレームワークとマイン

ドセットなど、富士通がDX企業になるための様々なご示唆をいた

意義のある目的（パーパス）のもと、自らの知をリフレームしてDX企業へ
　日本ではプロダクトや効率化がまだ経営の根底にあるが、今や実利主義の米国企業経営者ですら

社会起点の目的とイノベーションを経営の中枢に置き始めた。

　かつては製品・サービスごとに業界や市場が明確に分かれていたが、デジタル化でそれらの境界

線は曖昧になり、さらにイノベーションは「様々な関係性や場」から生まれてくるといったように、市

場やビジネスのパラダイムが変わっている。この変化に適応するため、とりわけ既存企業は自社の資

産や強みを踏まえつつ、どの方向に自らをリフレーミングするかが重要となる。

　その際に機軸となるのが「目的（パーパス）」。ビジョンやバリューとは異なり、行動を引き起こす、

または行動を伴うことが含まれる動的なコンセプトであり、何のためにという「目的」を明確にするこ

とで、顧客価値創造や変革に向けた実践へと向かわせることができる。また、社会や顧客も共感でき

るよい「目的」があることで関係性の構築につながっていく。こうした社会や人間を軸にしたエコシ

ステムを介して知識や資産が行き交う。つまり関係資産が、これからは大きな価値となる。

　富士通が変わっていくには、価値観の転換を社内にもたらさなければならない。これまでの一対

一型ビジネスで培った顧客基盤や技術力を基に、「関係性や場」をプラットフォームとするエコシステ

ムにどれだけ思い切って振り切れるか。納得感のある「目的」を生み出し、既存事業や組織を含めた

富士通全体のイノベーションによってDX企業になることを期待している。

自らのDXを通じて、お客様や社会から存在価値を認められる企業へ
　社長就任時に「IT企業からDX企業になる」という宣言をしたが、目指すのは、モノを作って売ると
いう姿勢から、お客様を含む人々や社会が何を必要とするかをしっかり洞察してソリューションを提

供する姿勢に変わること。また、富士通の存在意義や社会への責任を従業員が常に意識することで、

皆が1つの方向に向かい、同時に、1人ひとりがやりがいを感じられるようになること。
　本日のお二方のお話からは、我々が目指すべき姿へのヒントをたくさんいただくことができた。富

士通グループの現状と目指すべき未来を全員で共有し、お客様や社会から存在価値を認められるDX
企業への変革を必ず成し遂げていく。

グローバルで、社会に貢献するとはどういうことかを考え実践していく
　グローバルデリバリー在任時に、欧州をはじめとする海外では「レスポンシブルビジネス」と呼ば

れているサステナビリティ活動への意識の高さを目の当たりにした。文化的な背景の違いもあると

思うが、いかに日本の取り組みの方が遅れているかを感じている。

　その経験を踏まえて、副社長として、社会課題や世の中で起きている問題に意識を高く向けなが

ら、富士通の事業がそれらの解決にどう貢献するかを考えていかなくてはいけないと考えている。

既存の延長線ではない視点で社内カルチャーやプロセスを作り出し、総力を挙げてDXに取り組んで
いく。

ダイバーシティ&インクルージョンを進め、ステークホルダーから「選ばれる企業」へ
　新たな価値を創造する「人材」は、イノベーションが必要な日本企業にとって最重要の資産。その

ため、人材育成やダイバーシティ&インクルージョン推進はこれまで以上に重要になると認識して
いる。

　また、従来よりも技術力や事業を通じて社会に貢献したいと考える人たちが社内外で増えている。

特に学生は、自分のやりたいことを実現できる企業を選ぶ傾向が強くなっている。そういう人たちが

働きやすいと感じ、すべての従業員が自分らしく力を発揮できる会社こそがお客様からもステークホ

ルダーからも「選ばれる企業」であり、富士通もそういう企業になるべくダイバーシティ推進を強化

していく。

パーパスドリブンで日本企業とともに社会に貢献するイノベーション創出を
　SAPの根幹には「世の中のためにならない会社は消え去る」という強烈な危機意識がある。お客
様に役立つ価値や自らの存在意義を考え「パーパス」を制定して10年かけて「パーパスドリブン」で
動くよう社内を変革し、イノベーションのエコシステムを立ち上げた結果、社会にどう貢献するかを

考えることが経営陣をはじめ全社に浸透している。

　SAPではイノベーションの鍵は「Place・People･Process」という3つのPだと考えている。イノベー
ションを起こすため、既存事業から離れた場所に新規事業の拠点を置くPlace。多様な意見がイノ
ベーションを生むため、国籍、人種、年齢といった多様性を重視するPeople。イノベーションの方法
論である「デザイン思考」がProcess。SAPジャパンでもこの3つのPを取り入れ、お客様のイノベー
ションパートナーになることを目指している。追いかけるのは「お客様の成功」、そのために何ができ

るか考えることで、売り上げや利益はついてくる。

　重要なのは、社会に対してこういう貢献をしたいという社員の意欲を認める企業文化と共感力。デ

ザイン思考で最終消費者や使用者に寄り添って解くべき問題を見つけたら、技術や知見を持つ人が

集まってプロトタイプを作る。そうして、自分のやっていることは世の中に貢献していると実感できれ

ば、その喜びが「もっと」という活力を生み、結果的に大きなビジネスにつながっていく。

　「日本社会と企業にイノベーションをもたらすこと」が使命であると考えており、DX企業になるとい
う「思い」を持つ時田社長には大変期待している。是非、グローバルに活躍する富士通とともに社会

に貢献するイノベーション創出に取り組んでいきたい。

多摩大学大学院教授 
Japan Innovation Network 
Chairperson 理事

紺野　登様

代表取締役社長

時田　隆仁

代表取締役副社長
（テクノロジーソリューション部門・ 
営業部門担当、CTO/CIO）

古田　英範

理事 
（産学官連携推進担当、 
兼ダイバーシティ推進室長）

梶原　ゆみ子

SAPジャパン（株）代表取締役会長

内田　士郎様

ダイアログを終えて

外部有識者との対話を経営に活かす
サステナビリティを起点としたDX企業の変革のあり方

富士通グループでは、様々なステークホルダーからの意見を経営に活かすため、外部有識者と社内幹部によるダイアロ

グを開催しています。富士通は「IT企業からDX企業になる」と宣言しました。これまでのプロセスを徹底的に見直し、伝

統的な IT企業の枠を超えていくことで、お客様やその先にある社会に新しい価値をお届けすることを目指しています。

そのために、どのようにイノベーションを起こし自らを変革していくか、そして、それを企業の持続的な成長にどう結び

付けていくか、これらの点について、有識者の方々から貴重なご示唆をいただきました。

ステークホルダーダイアログ

有識者

有識者 富士通

富士通
内田　士郎様 紺野　登様 古田　英範時田　隆仁 梶原　ゆみ子
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グローバルレスポンシブルビジネス

地球規模でサステナビリティに配慮した企業経営が求められる中、グローバルな視点で企業が社会的責任を果たしていくこ

とは、より一層重要な課題となっています。富士通グループはグループ横断で重要課題の見直しに取り組み、「グローバルレ

スポンシブルビジネス」という名称で再設定しました。

富士通グループのサステナビリティ活動

グローバルレスポンシブルビジネス

CSR基本方針の制定
　2010年12月、国内外で高まるCSRの要請に応えるべく、

富士通グループは 「CSR基本方針」とその実践にあたって

優先的に取り組むべき「5つの重要課題」を制定しました。

その制定に当たっては、社内のCSR推進タスクフォースの

下に設置された基本戦略ワーキンググループにて、GRIガ

イドラインなどのグローバルなCSR規範や社会課題を認識

し、あわせて、外部有識者より富士通グループへの期待と

要請についてヒアリングを行いました。同時に、2020年を

達成年度とした中期目標を掲げ、経営と一体となったCSR
活動を推進してきました。

CSR基本方針

　富士通グループのCSRは、FUJITSU Wayの実践です。

　すべての事業活動において、マルチステークホル

ダー *の期待と要請を踏まえFUJITSU Wayを実践するこ

とにより、地球と社会の持続可能な発展に貢献します。

　CSRの実践にあたっては、重要課題を制定してこれら

の課題への対応を通じて、グローバル ICT企業として責

任ある経営を推進しています。
*  富士通グループのステークホルダー：富士通グループは、「お客様」「社員」「お
取引先」「株主・投資家」「国際社会・地域社会」をステークホルダーとしています。
また、特に「政府」「NPO」「NGO」なども「国際社会・地域社会」の中の重要なス
テークホルダーと考えています。

非財務分野の取り組み強化
　2019年9月に発表した経営方針では、グローバルレス

ポンシブルビジネスを非財務分野の経営目標として位置付

けました。上記の表のとおり、グローバル統一のサステナ

ビリティ重要課題を設定し、財務（事業）分野に加えて非財

務分野の取り組みを強化することで、富士通グループは企

業価値の持続的な向上を図ります。

　グローバルレスポンシブルビジネスの目的は、FUJITSU 

Wayの実現に必要なマインドセットとカルチャーの醸成、そ

して、グローバルな事業活動の前提となる社会的信用の獲

得・維持です。全グループ社員が「企業は社会の一員であ

る」と常に意識し、利益追求のみではなく、事業活動から生

じるサステナビリティの負の影響を低減し、正の影響を最

大化していくことを目指しています。

　今後は、重要課題ごとに2031年3月期末を最終達成期

限とする目標を定め、目標達成に向けて実効力のあるマネ

ジメント体制を構築していきます。各国国内法や労働市場

など国・地域ごとの違いを踏まえつつ、グローバルでより高

世界の変化
　2015年、持続可能な開発目標（SDGs）やパリ協定の採択

によって世界規模の社会課題解決に向けた取り組みへの

加速が期待されましたが、気候変動は科学者の予測を超え

るスピードで進んで気候危機の域に近づき、また、格差や

貧困の問題も拡大するなど、社会課題の深刻度は増す一方

となっています。さらに、政治の世界での保護主義や一国

主義の台頭は世界の分断傾向を推し進め、課題解決に向け

た国際協調を難しくしています。

　そのため、グローバルに事業を行う民間企業に対しては、

社会の一員としてこれまで以上に社会課題に積極的に取

り組むことが求められています。SDGsの達成年度である

2030年に向けた「最後の10年」の間に、どれだけ事業活

動による社会へのマイナスの影響を最小化し、かつ、グロー

バルにインパクトのある活動を実践して目標達成に貢献す

るか、社会の監視の目は厳しさを増しています。

重要課題の見直し
　このような世界の動きの中、お客様やパートナー企業、

投資家をはじめとするすべてのステークホルダーから富士

通グループを「責任ある企業」として認め続けていただく

ためには、これまで以上に自らの行動を加速してグローバ

ルなサステナビリティ活動の実効性を高めていく必要があ

ります。

　そこで、ここ数年の富士通のビジネスの変化も反映させ

るべく改めてグループ横断でのマテリアリティ分析を実施

し、その結果を踏まえて、CSR基本方針の下「グローバル

レスポンシブルビジネス（Global Responsible Business : 

GRB）」という新たな名称で、グローバル共通のサステナビ

リティ重要課題を再設定しました。

いレベルの活動が実施できるよう、本社の担当部署を中心

に海外の各地域担当者も含めて目標を設定し、目標達成に

向けた具体的アクションについて検討を進めていきます。

　また、グローバルレスポンシブルビジネスの進捗状況は、

社長を委員長とする社内委員会で定期的に確認し、経営方

針レビューや各種媒体を通じて公表していきます。

「最も尊敬され、選ばれる企業」へ
　富士通グループは、社会のエコシステムに不可欠な存在

としてお客様やお客様の先にある社会が直面する課題の解

決を主導する企業へ変わっていくことを目指しています。

　そのためには、グローバルレスポンシブルビジネスのフ

レームワークを通じて社会への共感と洞察を深め、サステ

ナビリティに配慮した企業経営に取り組んでいく必要があ

ります。

　富士通グループ一丸となってグローバルレスポンシブル

ビジネスを推進することで、社会から「最も尊敬され、選ば

れる企業」となれるよう、今後も努力を続けていきます。

重要課題

ICTによる社会・経済インパクト ICTを活用したSDGsをはじめとする社会課題解決への貢献

人権・多様性 AI時代の人権尊重とグローバルな多様性の追求

ウェルビーイング 従業員の成長の実現とその力を最大限に発揮できる機会の提供

環境 脱炭素社会の実現および気候変動への適応に貢献

コンプライアンス あらゆる事業活動における高いレベルの企業倫理の意識と誠実な行動

サプライチェーン サプライチェーンにおける責任ある調達の実現

安全衛生 安全で健康的な職場環境の提供

コミュニティ 豊かで夢のある社会の構築に役立つ社会貢献活動の推進

ウェル
ビーイング 環境 コンプライ

アンス

ICTによる社会・経済インパクト

サプライ
チェーン 安全衛生 コミュ

ニティ
人権・
多様性
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SDGsへの取り組み コミュニティ活動

2030年までの世界のマスタープランともいえる持続可能な開発目標
（Sustainable Development Goals：SDGs）。ICTはその特性から17の目
標すべてにポジティブな影響を与える可能性を有します。富士通グループ

は、独自の ICTの力を活かして、より事業への結びつきが強い目標を中心に

SDGsの達成に向けた取り組みを進めています。

詳細についてはこちらをご参照下さい。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/sdgs/

富士通グループでは、様々なコミュニティと協働し、地域社会の発展につながる社会貢献を推進しています。また、事業活動

との相乗効果を重視し、豊かで夢のある未来を世界中の人々に提供するとともに、社会への貢献を通じて、社員自らのスキ

ル開発や富士通グループで働くことへの誇りを向上させていきます。

SDGs達成に向けた富士通の主な取り組み

SDG2 持続可能な食と農業

SDG3 高齢化社会における健康、福祉、難病の撲滅

SDG8
イノベーションの促進
ヒューマンセントリックな働き方

SDG9 エコシステムによるインテリジェントな産業化

SDG11
都市モビリティの高度化
安心安全な都市の実現

SDG13 CO2ゼロエミッションの実現
脱炭素社会への貢献

SDGsの達成に向けて

コミュニティ活動の方針

コミュニティ活動の取り組み事例

SDGs浸透に向けた活動

　「IT企業からDX企業へ」。富士通がDX企業として目指

すべきビジネスは、社会課題の解決にあります。お客様の

ニーズに加え、その先に広がる社会課題を解決していくこ

と、それが富士通の使命であり、富士通の未来ビジョンで

ある「ヒューマンセントリック・インテリジェントソサエティ」

の実現につながると考えています。

　そして、SDGsは、国連が主導して世界の社会課題を17
に分類したものと捉えることができます。

　富士通は、国際機関や各国政府、民間企業、NGOといっ

た様々な組織との幅広い協働と共創を通じて、社会課題解

決を目指し、SDGsの達成に貢献していきます。

　富士通グループは、従来より行っていた社会貢献活動を、

グローバル共通のコミュニティ活動と位置付け、企業市民

としての役割を果たしていきます。

人を大切にする社会貢献活動
　年齢、性別、障がいの有無、人種、民族、出自、宗教、経

済的地位等に関わる不平等をなくし、人を大切にする活動

を推進します。また、私たちが安心した生活を送れるよう環

境貢献や災害支援なども積極的に行います。

感覚過敏の子供たちのサッカー観戦
　「心のバリアフリー」活動の一環として、大音量の歓声な

どに対する感覚過敏の

症状を抱える子供たち

が家族とともに、Jリー

グのサッカーを観戦す

るイベントを多くの関係

者と共に開催しました。

すべての子供に教育の機会を
　教育の不平等の解消を目指し、インドやフィリピンにおい

て、現地の非営利団体と

のパートナーシップを通

じ、教師派遣や ICT設備

機器の寄付など、貧しい

地域の子供たちへの教

育支援を行っています。

CO2削減クレジットを東京都へ寄付
　東京都が目指す「ゼロエミッション東京」の趣旨に賛同

し、東京都キャップ&トレード制度に基づき、同制度開始以

来獲得したCO2削減クレジットすべてを寄付しました。

　コミュニティ活動の推進にあたっては、「人を大切にする

社会貢献活動」「科学技術の発展に資する社会貢献」を優

先事項として、多種多様なステークホルダーと連携し、グ

ループ全社員が積極的に参加して活動を展開しています。

科学技術の発展に資する社会貢献活動
　プロボノ活動に代表される ICTやビジネススキルを活用

するボランティアの推進やSTEM（科学・技術・工学・数学）

教育に貢献する活動など科学技術の発展に資する活動を

推進します。

ロシアでの学生コンテスト支援
　富士通はカザン航空研究所の学生が主催するビジネス

アイデアコンテストへの

支援を行いました。学

生への ICTに関わる様々

な特別授業の開講を通

じ、生徒のスキル向上

に貢献しました。

英国でのがん患者支援団体とのプロボノ共創
　がん患者支援団体とのパートナーシップによるプロボノ

プロジェクトにおいて、富士通はボランティアスタッフの時

間管理を行うプラットフォームを提供し、飛躍的な業務の効

率化につなげました。

詳細はそれぞれ以下URLをご参照ください。

人を大切にする社会貢献活動：
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/community/people/

科学技術の発展に資する社会貢献活動：
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/community/ict/

　DXビジネスへの挑戦に向けて、お客様の幹部クラスを対

象とした講演やディスカッション、共創ビジネス創出のため

のワークショップなどの開催のほか、富士通グループ各社

の経営層・各部門へのSDGsの理解浸透に向けたSDGsに関

するセミナーや研修会の開催を強化しています。

社内向けの取り組み
　社会課題ビジネスを推進していく中で、社員1人ひとりが

業務でSDGsを意識し、提案活動を展開していけるように、

SDGsと自らの取り扱うサービスとのつながりを理解する取

り組みをはじめました。具体的にはワークショップを通じて、

ロジックモデルを用い、事業活動を経済的・環境的・社会的

な影響に置き換え、SDGs達成に求められる要素から、サー

ビスの訴求ポイントを論理的に整理する取り組みを進めて

います。

社外向けの取り組み
　富士通グループは、よりグローバル規模でのSDGsへの

貢献や社会課題解決を目指して、国連機関をはじめとする

様々な機関とのコラボレーションを進めています。

　また、世界経済フォーラムや持続可能な開発のための世

界経済人会議（WBCSD）等国際会議への参画を通じ、世界

が直面する重大な課題について、各国トップリーダーと国

境を超えた議論を行っています。

WBCSDリスボン年次総会の様子
当社会長の田中が同団体の副会長に就任

（写真提供：Jリーグ）
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環境への取り組み

地球環境保全への取り組みは富士通グループにおける経営の最重要事項の1つです。気候変動は社会の持続可能性に影響
を及ぼす地球規模の課題であり、水問題や資源循環の課題とも密接に関係します。富士通グループはバリューチェーン全体

での環境負荷低減とリスク最小化を徹底するとともに、Digital Co-creationのパートナーとして、持続可能な社会の実現に
貢献します。

富士通グループの環境分野への取り組みの詳細についてはこちらをご参照下さい。
https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/

富士通グループの中長期環境ビジョン

気候変動、環境課題に対する取り組み

　富士通グループはグローバルに事業を展開するうえで、

気候変動はリスクである一方、緩和・適応への貢献として

ビジネスの機会でもあると捉えています。気候変動を環境

のマテリアリティと位置付け、果たすべき役割やあるべき

姿を明確にした中長期環境ビジョン「FUJITSU Climate and 

Energy Vision」を2017年に発表しました。

　2050年に90億人を超える人々が、エネルギー・水・食糧

などの制約の下、豊かに暮らす社会を実現するため、富士

通グループはデジタル革新を支えるテクノロジーを活用し、

自らのCO2ゼロエミッションと、気候変動の緩和や適応にお

客様・社会と共に取り組みます。

「富岳」はSociety5.0を支える重要な研究基盤として、創

薬や防災、産業競争力の強化などを実現するシミュレー

ションに加え、新しい利用分野であるAIやビッグデータの

基盤としての利活用が期待されています。

　当社グループは今後も、高い省エネ性能を有し、高度な

気象予測や防災に貢献するコンピューティング技術の開発

やサービスの提供を通じ、気候変動の緩和・適応に貢献し

ていきます。

再エネ利用・普及拡大に向けて
　富士通グループは、再生可能エネルギー（再エネ）の普

及・拡大を目指す国際イニシアチブ「RE100」に、日本初の

ゴールドメンバーとして、 2018年に加盟しました。

　2019年3月期の再エネ由来電力：国内外の拠点で消費

する電力を2050年までに100%再エネ由来とすることを目

指し、海外のデータセンターをはじめ、各地域に応じた最適

な手段を検討し、再エネ由来の電力調達を拡大していきま

す。（2019年3月期実績：4.0%）

　さらに、当社グループは、社会全体の再エネ普及への貢

献に向けて、エネルギーマネジメントや貯蔵などの研究開

発、技術実証に取り組んでいます。2019年にはブロック

チェーン技術を応用し、工場や店舗などの電力需要家間で

不足・余剰電力の取引を実現するシステムを開発しました。

電力供給の安定と再エネ導入拡大への貢献を目指し、本技

術の実用化を進めてい

きます。

第9期環境行動計画（2020年3月期～ 2021年3月期）

　富士通グループは、環境課題対応の実行計画として環境

行動計画を策定しており、2020年3月期より、第9期環境

詳細はこちらをご覧ください。
https://pr.fujitsu.com/jp/news/2019/11/18-1.html

　「FUJITSU Climate and Energy Vision」を実現していくう

えで情報開示は不可欠と考え、当社は2019年4月にTCFD*
提言への賛同を表明しました。
* 気候関連財務情報開示タスクフォース

行動計画に基づく活動を開始しました。第9期環境行動計

画では、中長期環境ビジョンの実現に向け、事業所のGHG
排出量削減やエネルギー効率の高い製品の開発を推進し

ていきます。また、サプライチェーンにおける水リスクに着

目した水資源の保全やプラスチック問題への対応などの取

り組みも強化していきます。

プラスチック廃棄物問題への対応
　富士通グループは、以前から事業活動に関わるプラス

チックの使用・廃棄物の削減に取り組んできましたが、その

取り組みに加え、深刻化するプラスチック廃棄物の問題へ

の対応を強化しています。社会に向けてプラスチック問題

への取り組みの重要性を発信するとともに、グローバルを

含めた富士通グループ社員1人ひとりの問題意識を高め、

プラスチック廃棄物の削減につなげていくため、社員の意

識啓発に向けた取り組みを推進しています。

意識啓発に資する活動
　海洋プラスチック問題への対応の重要性を解説する動画

を多言語で制作し公開しました。自治体などによる市民の

啓発活動や企業の教育などでもご活用いただいています。

　社内では、グローバルに社員が参加する対馬エコツアー

を行い、長崎県対馬市での海岸清掃を通じて現場の課題

を学ぶとともに、現地の

NGOの方々と解決に向

けたアイデアソンを開

催しました。社会課題解

決の実践として、社員の

啓発に取り組みました。

　また、事務所内におけるマイバッグキャンペーンを実施

するなどオフィスにおける使い捨てプラスチック削減を推

進しました。

環境に関わる受賞と外部評価（2019年3月期の主な受賞・結果）
　富士通グループの環境戦略や取り組み、ビジネスを通じた気候変動問題への対応や自然保全への貢献は、外部機関により
高く評価されています。
• 「FUJITSU Server PRIMERGY 液浸冷却システム」で平成30年度 地球温暖化防止活動  環境大臣表彰（技術開発・
製品化部門）、同年度 省エネ大賞 資源エネルギー庁 長官賞（製品・ビジネスモデル部門  節電分野）を受賞

• 「音声情報を活用した生物の生息調査システムの開発」で2018年日経地球環境技術賞（第28回）優秀賞を受賞
• 2018年のCDP「気候変動」の調査で2年連続して最高評価であるAリスト企業に選定

自らのCO2ゼロエミッションに向けて
　富士通グループは、2050年までの期間を3つのフェーズ

に分けて、CO2ゼロエミッションに向けて段階的に取り組み

ます。

富士通グループのCO2排出量削減計画
自らのCO2ゼロエミッション達成に向けた2050年までのロードマップ

Phase  1 Phase 2 Phase 3

既存省エネの横展開／低炭素エネルギー利用

革新的省エネ　AIやIoTのさらなる活用

再エネ戦略的利用 再エネ拡大・クレジット活用

33%

100%

2020
年

2030
年

2050
年

省エネ

省エネ or 再エネ

再エネ
・クレジット

CO2排出量指数
（2013年基準）

温室効果ガス排出量削減の実績
　富士通グループが設定した事業所およびバリュー

チェーンから排出される温室効果ガスの削減目標は科学的

根拠のある水準として「Science Based Targets イニシアチ

ブ（SBTi）」に認定されています。実績は以下のとおりです。

Green500で世界1位を獲得
　当社と理化学研究所が共同で開発を進めているスー

パーコンピュータ「富岳（ふがく）」のプロトタイプが、2019
年11月、スーパーコンピュータの消費電力性能を示すラン

キングであるGreen500において世界1位を獲得しました。

脱炭素化に
向けた取り組み 目標*1 2019年

3月期実績

自らの温室効果
ガス排出量削減

• 2030年までに33%削減
• 2050年までに80%削減*2 28%削減

バリューチェーン
の温室効果ガス
排出量削減

• 2030年までに30%削減
※ 対象：購入した製品・サービス、およ
び販売した製品の使用に伴う排出量

33%削減

*1 2013年比
*2 カーボンクレジット分を差し引いた目標値

FUJITSU Climate and Energy Vision

2050年までに富士通グループ自らの
CO2排出量ゼロを目指す

お客様、社会、バリューチェーンの
脱炭素化に貢献する

気候変動による適応策を支援し、
損失と被害の最小化に貢献する

Vision 1
自ら

Vision 2
緩和

Vision 3
適応
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人材マネジメント・D&Iへの取り組み 人権への取り組み

DXをドライブし、イノベーションを生み出し続けるために、富士通の世界中の13万人強のリソース、タレントがフルパワーで
次なる課題に向かっていけるよう、カルチャーの変革、人材力強化に向けた取り組みを進めています。

DX推進に向けた人事制度改革

ダイバーシティ&インクルージョン（D&I）に向けた取り組み

　富士通グループでは、多様な人材が国や地域、年齢等に

関わらず活躍できること、そして、社員1人ひとりが自律的

にチャレンジすることで、継続的に成長し、自分ならではの

価値を発揮できることを目指し、人事制度の見直しを進め

ています。

ジョブ型の人事制度
　個々人の能力を基準に報酬や役職が決まる従来の仕組

みから、ビジネス戦略を反映した組織設計に基づいて個々

の職務・役割を定義し、市場価値に見合った報酬を設定した

うえで、求められるスキル・経験を有する人材をアサインす

る仕組みに移行します。

　グローバルに人事制度の基盤がジョブ型となることで、グ

ローバルな先進企業と対等に渡り合える会社を目指してい

ます。

　今やダイバーシティは、働き方、コミュニケーション、多

文化共生など、様々な場面で語られています。富士通グ

ループでは、個々の多様性を活かす「インクルージョン」に

向けた取り組みを強化する指針として「Global D&I Vision 

高度人材処遇制度
　DX企業への変革を加速させるためには、AIやセキュリ

ティを中心とした当社の重点領域におけるタレントのリテン

ション・獲得強化が重要となります。そのために、専門性の

高さと市場価値に照らして柔軟に報酬設計ができる制度を

導入していきます。

& Inclusion Wheel」を策定しました。D&Iに関する富士通

グループの総合的な取り組みを表現するとともに、実現す

るためのビジョン・戦略目標・重点領域を定めています。

人権尊重への取り組みは、グローバル企業が社会的な責任を果たしていくために不可欠な要素であると富士通グループは

認識しています。そのため、国際規範に基づいた各種指針を定め、バリューチェーンを含むあらゆるステークホルダーの

人権尊重の取り組みを推進しています。

詳細についてはこちらをご参照下さい。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/humanrights/

グローバルな人権尊重への取り組み

人権デューデリジェンスプロセスの構築に向けて

方針・推進体制
　富士通グループでは、 FUJITSU Way行動規範の1番目に

「人権を尊重します」と掲げ、人権尊重の精神をあらゆる

企業活動の根底に据えて活動するという姿勢を明示してい

ます。また、「富士通グループ人権に関するステートメント」

「富士通グループ 雇用における人権尊重に関する指針」を

定め、全社員が人権尊重の精神を実際の行動で示していく

ことを徹底するよう努めています。

AIコミットメント
　ITのあり方を以前から人間中心に捉えてきた富士通グ

ループは、2019年3月、AI倫理の学術成果を盛り込んだ「富

　富士通グループでは、グローバルなバリューチェーン全

体を通じて、事業活動の人権への影響を特定し、負の影響

を防止・緩和する人権デューデリジェンスの構築に取り組ん

でいます。社内部門へのヒアリングや国内外の専門家と

の意見交換を通じて、特に事業活動によってもたらされる

士通グループAIコミットメント」を取りまとめ、安心・安全

なAIなどの最先端テクノロジーが人や社会を豊かにする考

えを強調しました。さらに、富士通グループのAI倫理の客

観性を担保するため、外部の有識者で構成する「富士通グ

ループAI倫理外部委員会」を設置しました。

人権に関する相談・通報の窓口
　富士通グループでは、全社員およびお客様やお取引先な

どの第三者からの人権侵害を含むコンプライアンス違反行

為に関する通報、相談を、グローバルに受け付けています。

グローバルコンプライアンスプログラム
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/compliance/#anc-03

影響が大きい3つの領域として「サプライチェーン」「社員」

「顧客・エンドユーザー」を定め、これらに対する人権課題

の解決に向けた活動を実施しています。2019年3月期の

人権課題に対する主な取り組みは下記のとおりです。

上級幹部社員

幹部社員

一般社員

外部人材

キャリアチェンジ支援

新たな人事制度体系
高度専門職系

誰もが自分らしくあるために

ビジョン
Vision

戦略目標
Strategic goals

重点戦略
Focus area

多様性を尊重した責任ある事業活動（レス
ポンシブルビジネス）に取り組み、誰もが自分
らしく活躍できる企業文化を醸成する。

•  より良い 
社会への貢献

•  イノベーション創出
•  お客様との 
より良い関係

•  性別
•  健康・障がい
•  民族・人種

•  個を尊重し活かす企業文化
•  多様な人材が活躍する組織
•  従業員エンゲージメントの 
向上

•  SOGI（性的指向・性自認）
•  年齢

教育

多様性を認め
活かす組織

民族・人種

年齢

SOGI
（性的指向・
性自認）

性別

健康・
障がい

国籍

職種

コミュニ
ケーション
スタイル

婚姻

社会
経済的
地位

退役軍人

宗教・信条

養育

外見

ケアラー

思考
スタイル

領域 人権課題 2019年3月期の主な活動内容

サプライチェーン 労働環境、紛争鉱物 • 富士通グループ紛争鉱物対応方針を「富士通グループ責任ある鉱物調達方針」として改定し、
あわせて対象鉱物を拡大。

• 物品購入先主要208社に対しRBA規範適応を確認する「CSR調査」を実施。
• お取引先9社に対し、RBA規範適応調査を実施。
• グループ内の1製造拠点のRBA規範適応監査を実施、国内外3製造拠点に対しRBA規範適応
内部監査を実施。

社員 差別・ハラスメント、 
労働時間

• ISO26000に基づく書面調査を国内外グループ会社97社に対して実施し、人権尊重への取り組
み状況を確認。

• 「国連LGBTIに関する企業行動基準」への支持表明を機に、社長以下、全役員が出席する連絡
会において、社外有識者を招き講演会を実施。

• 「心のバリアフリー」「無意識の偏見」など各種集合研修およびe-Learningを実施。

顧客・エンドユーザー プライバシー・ 
データセキュリティ

• 「富士通グループAIコミットメント」公表と合わせ、AIに関する人権影響評価を実施。AIビジネ
ス推進に際し業種別に留意すべき点や職種別業務として検討すべき点を整理。
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Phase 1Phase 4

Phase 2Phase 3

ウェルビーイング サプライチェーン・マネジメント

安全衛生への取り組み

すべての社員が心身ともに健康でいきいきと働くことができる環境を作りだします。そして、働きがいのある職場風土のも

と、社員が自己の成長を実現させてその力を最大限に発揮できる機会を提供・支援していきます。

詳細についてはこちらをご参照下さい。
健康管理　https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/employees/health/ 
人材開発･キャリアデザイン　https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/employees/education/

富士通グループは、「お取引先との共存共栄」「お取引先の公平・公正な評価・選定」「CSRに配慮した調達活動の推進」を調
達方針に掲げ、サプライチェーンにおけるCSRリスクのない責任ある調達の実現を目指します。

詳細についてはこちらをご参照下さい。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/procurement/

富士通グループではすべての事業活動において、心とからだの健康と安全を守ることを最優先し、各国各地域の事情に合わ

せた、安全で健康的な職場環境づくりを進めています。

詳細についてはこちらをご参照下さい。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/safety/

健康管理
サプライチェーン・マネジメントの方針とCSR調達活動

CSR調達に向けた取り組み

安全衛生に関わる方針・体制

人材開発・キャリアデザイン

方針と推進体制・定期レビュー
　2019年3月期に制定した「富士通グループ健康宣言」の

下で社員の健康を経営の基盤として位置付け、社員とその

家族の健康の保持・増進を推進しています。

　富士通および国内グループ会社においては、経営トップ

が健康経営推進最高責任者（CHO）となり、人事部門、健康

推進部門、健康保険組合が連携して施策の実施、強化・拡

充を推進しています。また、ヘルスケア関連事業部をはじ

めとした社内関係部門を含めた会議を定期開催し、データ

に基づいたPDCAサイクルを回す取り組みを国内グループ

一体となって実施しています。

　2019年は、富士通および国内グループ

会社14社が、経済産業省と日本健康会

議が共同で選定する「健康経営優良法人

2019」に認定されています。

　富士通グループは、2005年に「CSR調達指針」を制定し、

国内外のお取引先に指針の遵守を要請してきました。そし

て、2017年にグローバルなCSRアライアンス「Responsible 

Business Alliance (RBA)」に加盟し、翌18年には、RBAの

行動規範を「富士通グループCSR調達指針」として採用し

ました。富士通グループ全体で、RBAの行動規範を尊重し、

お客様とともにサプライチェーンにおけるCSR調達に取り

組んでいます。

高リスク鉱物への対応
　富士通グループは、紛争を助長している、あるいは強制

労働や人権侵害と関連しているリスクの高い鉱物につい

て、富士通グループの製品や部品、およびサプライチェーン

から排除する方針を掲げています。

　この方針に基づき、経済協力開発機構（OECD）の「紛争

地域および高リスク地域からの鉱物の責任あるサプライ

チェーンのためのデュー・ディリジェンス・ガイダンス」を参

考に、お取引先に高リスク鉱物調査への回答を依頼してい

ます。現時点では、武装勢力と関わりのある情報は確認さ

　富士通グループでは、企業指針の「安全・快適に働くことのでき

る職場環境を提供します」に基づき、「労働安全衛生基本方針」を

定め、安全・快適に働く環境の整備と職場風土づくりをグループ一

体となって推進し、社員の健康・安全の確保を図っています。

　人事・総務部門連携のもと、各事業所に「安全衛生委員会」を設

置するとともに、全体を統括する組織として「中央安全衛生委員会」

を設置し、定期的に職場環境のチェック・共有・改善を行っています。

方針と推進体制・定期レビュー
　富士通では、経営層を中心とした「全社人材戦略委員会」

を設置し、富士通のビジョン／事業戦略の実現に向けた人

材戦略を討議しています。その戦略に沿って、人材開発部

門が、各ビジネスグループやグループ会社と連携のうえ、

人材育成・組織開発のための施策を企画・実行しています。

　2020年3月期は、DX企業への変革を加速していくため、

「社員1人ひとりが自律的にキャリア志向・強みに応じて

目標を掲げ、学ぶことを支援する」という方針の下、多様な

“個”がDXに必要なリテラシーやマインド、専門性をオン

デマンドで学び、強みを磨き上げるための多様な学びの機

会・環境の提供を進めています。加えて、キャリア選択の機

会を拡充し、個々が描くキャリアを会社が支援していくこと

で、社員の成長を促し、エンゲージメントを高める施策・取

り組みを進めています。

　調達部門においては、グローバルサプライチェーン本部

が関連部門と連携し、主要なお取引先に対して、

① CSR調達指針による遵守項目の明示　

②  CSR調査票などお取引先に対するCSR調達の包括的な

実施状況の確認

③  お取引先へのフィードバック

を行っています。その際、実地確認が必要であると判断さ

せていただいたお取引先には、CSR監査を実施し、監査内

容に基づき、改善計画の提出を要請し、改善に向けお取引

先と共に取り組みを行います。お取引先においてCSR活動

が適切に実施され、根付くことを目的にCSR調達の推進と

改善プロセスを継続して実施しています。

れていませんが、引き続きサプライチェーンの透明化への

取り組みを行っていきます。

グリーン調達の推進
　富士通グループは、地球環境に配慮した部品・材料や製

品の調達に関する基本的な考え方を「富士通グループ グ

リーン調達基準」にまとめ、お取引先と共にグリーン調達

活動の指針としています。また、「サプライチェーンにおけ

るCO2排出量削減の取り組み」を実施しており、サプライ

チェーン一体となった環境負荷低減活動を推進しています。

CSR調達の推進と改善プロセス

お取引先へ
指針の
遵守要請

・モニタリング
・CSR書面調査
・監査

お取引先の
活動改善への
支援

・評価
・ 是正／ 
改善依頼

欧州における取り組み

　例年、ILO（国際労働機関）が主催する「労働

安全衛生世界デー」の趣旨に賛同し、広く社員

の労働安全衛生に関する啓発活動を進めてい

ます。さらに、2019年3月期は労働災害の発生

データの収集、活用に注力し、インシデント管

理システムの構築を進めました。
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サステナビリティマネジメント   ウェルビーイング／安全衛生への取り組み／サプライチェーン・マネジメント 



コンプライアンス

コンプライアンスの推進

FUJITSU Way*2の「行動規範」

　富士通グループでは、「内部統制体制の整備に関する基

本方針」*1に基づき、取締役会に直属するリスク・コンプラ

イアンス委員会（委員長：代表取締役社長）が、グループ全

体のコンプライアンスをグローバルに統括しています。リ

スク・コンプライアンス委員会は、Chief Risk Management 

& Compliance Officer（CRCO）を任命し、コンプライアンス

に関する委員会の方針決定とその実行にあたらせるととも

　FUJITSU Wayにおいて、富士通グループの全社員が遵守

する事項である「行動規範」を右のとおり示しています。

　また、富士通では、FUJITSU Wayの「行動規範」を詳細

化し、富士通グループに所属する全世界の社員が法令を

遵守し行動する手引きとして作成したGlobal Business 

Standards（GBS）を20カ国語で展開し、富士通グループで

統一的に運用しています。

*2  FUJITSU Wayについては、表紙見返し「FUJITSU Way」をご参照ください。

グローバルコンプライアンスプログラム
　富士通では、FUJITSU Wayの「行動規範」およびGBSの

浸透・ 実践を図るため、GCPを策定し、グループ全体のグ

ローバルな法令遵守体制の維持・向上に取り組んでいます。

に、グローバルコンプライアンスプログラム（GCP）を整備

しました。

　また、下部委員会として各リージョンに設置されたリー

ジョン・リスク・コンプライアンス委員会と連携し、グループ

全体でのFUJITSU Wayの「行動規範」の認知度向上とその

遵守を図っています。

*1 内部統制体制の整備に関する基本方針
 https://pr.fujitsu.com/jp/ir/report/2018/n119.pdf （P3-7）

FUJITSU Way の「行動規範」

Global Business Standards

　GCPでは、様々なコンプライアンスに関する活動を5つの

柱として体系的に整理し、当社が継続的に取り組むべき事

項を明確化するとともに、富士通のコンプライアンス体制・

活動への理解促進を対外的にも図っています。各リージョン

では、これに基づき各国・地域の法制度、政府機関の指針な

どを踏まえ、様々な施策・取り組みを実施しています。

コンプライアンスに関する活動状況

1. 規程および 
手続きの整備

• 富士通と国内グループ会社においては、コンプライアンスの徹底と持続的な企業価値の向上を
図るため、リスク・コンプライアンス委員会の承認に基づき、「コンプライアンス規程」を制定し、
国内グループ会社へ展開しています。特に、ビジネスに与える影響が大きい独占禁止法、贈収
賄、反社会的勢力の分野については、上記規程の下、より具体的な細則とガイドラインを制定し
ています。

• 海外グループ会社においても、上記コンプライアンス規程に相当するGeneral Compliance 
Guidelinesを発行するとともに、競争法に関するグローバルガイドラインや、贈収賄防止等に関
する各種ガイドラインを発行しています。また、取引先デューデリジェンス徹底を図るために、手
続きのオンライン化を行い、主要な海外グループ会社で運用しています。

2. トップコミットメント 
およびリソース確保

• 社員へのメッセージ発信など、経営者がコンプライアンスに取り組む意思表示を積極的に行うこ
とにより、グループ全体における行動規範およびGBSの浸透・実践を図っています。また、各リー
ジョンにコンプライアンス業務に従事する責任者を配置し、富士通グループ各社のリスク・コン
プライアンス責任者とグローバルなネットワークを形成し、GCPの実行体制を確保しています。

• 富士通と海外グループ会社の間で、各社のコンプライアンス責任者を中心に招集し、GCPの実行
に関する本社の方針共有と協議を実施する「Global Compliance Forum」を開催しています。

3. 教育および 
コミュニケーションの 
実施

• 富士通および国内グループ会社の新任役員向けのコンプライアンス教育、管理職向けの社内研
修、全社員向けのe-Learning、および新入社員向けのe-Learningを実施しています。

• 海外グループ会社においても、各国の法律や習慣・ビジネスの実態を踏まえた社員向け
e-Learningを20カ国語72カ国に提供しています。また、各リージョン・部門別集合教育、新入
社員向けのe-Learning、海外赴任者向けの教育を実施しています。

• 毎年12月に開催のFujitsu Compliance Weekでは、トップメッセージを発信しています。

4. インシデントの報告 
および対応

• 内部通報窓口の設置：富士通グループ全社員（出向者、契約社員、嘱託社員、派遣社員、退職
者などを含む）からの通報・相談窓口を社内外に設置し、「コンプライアンスライン／ FUJITSU 
Alert」として運用しています。加えて、グループ会社でも個別に内部通報制度を整備しています。

• お取引先コンプライアンスライン：  富士通と国内グループ会社が直接、物品・サービス・ソフト
ウェアなどを調達しているお取引先からの通報を受け付けています。また、海外からの通報に
ついては、20カ国語で24時間365日受け付けしています。

• リスク・コンプライアンス委員会への報告：内部通報・相談の状況や重要なコンプライアンス問
題の対応状況を定期的にリスク・コンプライアンス委員会や取締役会に報告しています。

5. モニタリングおよび 
見直しの実施

• リスクアセスメントや監査などの活動、弁護士事務所の専門家レビューを通じて、GCPの実効性
を定期的に確認し、継続的な改善を図っています。

• 富士通においては、独占禁止法の遵守状況確認のための監査を実施するとともに、現場部門と
のコミュニケーションツールとして有効に機能するよう、改善を継続していきます。

• 海外においては、腐敗リスクが高い国・地域のグループ会社を主な対象として、本社コンプライ
アンス部門が現地を訪問し、役員や社員へのインタビュー、社内規定や業務プロセスの確認な
どを通じて、現地ビジネスに内在するコンプライアンス上のリスクを分析し、リスクの内容や程
度に合わせた対策の立案と実行支援を行うリスクアセスメントを継続的に実施しています。

FUJITSU Way Code of Conduct
（行動規範）

Fujitsu Global Compliance Program

Global Business Standards
（行動規範の詳細解説）

Training & 
Communication
教育および 

コミュニケーションの 
実施

Monitoring & 
Review

モニタリングおよび 
見直しの実施

Top Commitment 
& Resources

トップコミットメント 
およびリソース確保

Incident 
Reporting & 

Response
インシデントの報告 
および対応

Policies & 
Procedures
規程および 
手続きの整備

グローバルコンプライアンスプログラム

富士通グループのコンプライアンスへの取り組みの詳細はこちらをご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/compliance/
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情報セキュリティマネジメント体制（2019年8月1日現在）

多層防御のコンセプトイメージ

サイバーセキュリティ

情報セキュリティ管理

　富士通グループでは、ICTを事業の根幹としていることに

鑑み、グループ全体の情報セキュリティを確保しながら、製

品およびサービスを通じてお客様の情報セキュリティの確

保・向上に積極的に努めることにより、「FUJITSU Way」の企

業理念に掲げる「快適で安心できるネットワーク社会づく

り」に貢献しています。

情報セキュリティ基本方針
　ICTを基幹事業とする富士通グループでは、「快適で安心

できるネットワーク社会づくり」への貢献を理念に掲げ、グ

ループ全体の情報セキュリティの確保とそのレベルアップ

に努めています。

　2016年4月には、こうした考えを共有し、従業員1人ひ

とりが行動していくことを目指し、「富士通グループ情報セ

キュリティ基本方針*1」を策定しました。本基本方針に基づ

き、国内外のグループ会社で情報管理や ICTセキュリティに

関する社内規定を整備し、情報セキュリティ対策を実施して

います。

富士通グループの情報セキュリティに関する詳細は、「富士通
グループ 情報セキュリティ報告書2019」をご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/resources/reports/
securityreport/

するシステムの防御を中心とする「サイバーセキュリティ」、

そしてオフィス・工場などのファシリティにおける不正アク

セキュリティ施策：「多層防衛」の考え方を 
取り入れた3つの重点施策
　「標的型攻撃」に代表される近年のサイバー攻撃は、これ

まで以上に巧妙化・多様化・複雑化しており、従来型の単一の

セキュリティ対策では防御しきれない状況になっています。

　富士通グループは、情報セキュリティ対策の基本コンセ

プトとして、1つの施策で防ぐのではなく、複数の異なる施

個人情報の保護
　富士通は、個人情報の保護を目的として2007年8月に一

般財団法人日本情報経済社会推進協会よりプライバシー

マーク*4の付与認定を受けており、毎年、個人情報の取り

扱いに関する教育や監査を実施するなど、継続的に個人情

報保護体制の強化を図っています。国内グループ会社で

は、必要に応じて各社でプラ

イバシーマークを取得し、個人

情報管理の徹底を図っていま

す。海外グループ会社の公開

サイトにおいては、各国の法律

や社会的な要請に応じたプラ

イバシーポリシーを掲載して

います。
*4  プライバシーマークは、JIS Q 15001：2017に適合した個人情報保護マネジメントシス
テムの下で個人情報を適切に取り扱っている事業者に付与されるものです。

　富士通グループでは、サイバー攻撃に備えて、ネット

ワークの特性に合わせて対策を複数層に分けて実施

しています。ファイアウォールや標的型攻撃対策などの

「ゲートウェイセキュリティ施策」、不正アクセス検知な

　また、一般社団法人日本経済団体連合会（以下：経団連）

が2018年3月に公表した「経団連サイバーセキュリティ経

営宣言*2」について、「富士通サイバーセキュリティ宣言*3」

（2016年11月公表）と理念を同じくするものとして、富士

通グループはこの経団連の宣言を支持しています。

情報セキュリティマネジメント体制
　富士通グループでは、昨今のサイバー攻撃の増加を受け

て、グループ内のセキュリティ対策を一層強化するために、

リスク・コンプライアンス委員会の下に最高情報セキュリティ

責任者（CISO：Chief Information Security Officer）を設置す

るとともに、世界各地域にリージョナルCISOを設置し、グロー

バルな情報セキュリティガバナンスの強化を図っています。

*1 富士通グループ情報セキュリティ基本方針（グローバルセ
キュリティポリシー）全文

 https://www.fujitsu.com/jp/imagesgig5/
InformationSecurityPolicy.pdf

*2 経団連サイバーセキュリティ経営宣言（経団連ホームペー
ジへのリンク）

 https://www.keidanren.or.jp/policy/2018/018.pdf

*3 富士通サイバーセキュリティ宣言
 https://www.fujitsu.com/jp/documents/about/csr/

security/Cyber_Security_Declaration.pdf

セスを予防する「物理セキュリティ」の3つを重点施策とし

て、社内の情報セキュリティ対策に取り組んでいます。

策で多層化し防衛する「多層防御」の考え方を取り入れて

います。多層防御には「防御壁を多重に配置し攻撃を防ぐ」

「多重に検知機能を配置し攻撃を早期に発見する」「侵入

されたとしても被害を最小限に抑える」という3つの目的

があります。このように組み合わせて防御することで攻撃

を未然に防ぎ、被害を最小限にすることが可能となります。

情報の保護を目的とする「情報管理」、サイバー攻撃に対

GDPR*5対応
　富士通は、グローバルでの個人情報保護体制を構築し、

個人データ保護の強化を図っています。CISO組織と法務部

門主導の下、海外リージョン等と連携し、GDPRに対応する

ための権利保護に関するガイドラインや社内規定、ルール

の整備、設計・初期設定時のチェックシートの作成、運用プ

ロセスへの反映や従業員教育を実施しています。個人デー

タのEU域外移転規制への対応として、お客様から処理の

委託を受けた個人データの取り扱いに関する、グループの

共通ルールを定めた個人データ処理者のための拘束的企

業準則（Binding Corporate Rules for Processors: BCR-P）

を2017年12月にオランダの欧州データ保護機関に申請し

ました。

　また、2019年1月23日、欧州委員会によって日本とEU
間の十分性認定が発効されたことを受け、当該十分性認定

に基づき域外移転を行った個人情報の取り扱いに関する社

内ルールを整備・周知しました。
*5  General Data Protection Regulation（一般データ保護規則）の略。2018年5月25日
に施行された個人データ保護を企業や組織･団体に義務づける欧州の規則で、個人
データの欧州経済領域外への移転規制やデータ漏えい時の72時間以内の報告義務
などが規定されています。

どの「ネットワークセキュリティ施策」、マルウェア対策や

セキュリティパッチ管理などの「エンドポイントセキュリ

ティ施策」を組み合わせた多層防御により、巧妙化・多様

化・複雑化するサイバー攻撃への対策を講じています。

リージョナルCISOリージョナルCISOリージョナルCISOリージョナルCISO リージョナルCISO リージョナルCISO リージョナルCISO

NWECEEAsiaAmericas 日本 Oceania GDC

リスク・マネジメント委員会

最高情報セキュリティ責任者（CISO）

サイバー
セキュリティ

情報管理物理
セキュリティ

重要
情報

情報の格付け

エンドポイントセキュリティフロアセキュリティ

ネットワークセキュリティ建屋セキュリティ

ゲートウェイセキュリティ敷地セキュリティ

サイバー攻撃不正侵入

情報の分類

重点施策③ 重点施策②重点施策①

情報セキュリティの推進
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リスクマネジメント

　富士通グループは、グローバルな ICT事業活動を通じて、

企業価値を持続的に向上させ、お客様や地域社会をはじめ

とするすべてのステークホルダーの皆様に貢献することを

目指しています。この目的の達成に影響を及ぼす様々なリ

スクを適切に把握し、その未然防止や発生時の影響最小化

と再発防止を、経営における重要な課題と位置付けていま

す。そのうえでグループ全体のリスクマネジメントやコンプ

ライアンスの体制を構築し、その実践を推進するとともに

継続的に改善しています。

リスクマネジメント・コンプライアンス体制の構築
　富士通グループでは、事業遂行上生じ得る一定損失の危

険の顕在化を防止し、顕在化した損失の危険に的確に対応

するとともに再発の防止を行うため、取締役会に直属する

リスクマネジメントおよびコンプライアンスに関わる最高決

リスクマネジメントのプロセス
　リスク・コンプライアンス委員会は、リスク・コンプライ

アンス責任者と定期的に連携を図りながら、国内外の富士

通の各部門および各グループ会社の事業活動に伴うリスク

の抽出・分析・評価を行い、重要なリスクに対する回避・軽減・

移転・保有などの対策状況を確認したうえで、対策の策定、

見直しを図っています。また、抽出・分析・評価された重要

リスクについては、定期的に取締役会に報告しています。

　さらに、様々な対策の実行にもかかわらずリスクが顕在

化した場合に備え、対応プロセスを整備しており、自然災

害・事故、製品の不具合、システムやサービスのトラブル、

当社グループの事業等のリスク
　富士通グループは、事業活動に伴うリスクを抽出・分析・

評価したうえで、影響の回避や軽減を図る対策を講じてお

り、万一発生した際には迅速に対応するよう努めています。

定機関として、リスク・コンプライアンス委員会を設置して

います。

　リスク・コンプライアンス委員会では、国内外の富士通の

各部門や各グループ会社へのリスク・コンプライアンス責任

者配置に加えて、2016年4月よりリージョン・リスク・コンプ

ライアンス委員会を設置し、これらの組織が相互に連携を図

りながら、潜在リスクの発生予防と顕在化したリスクへの対

応の両側面から、富士通グループ全体でリスクマネジメント

およびコンプライアンスを推進する体制を構築しています。

　また、国内外の富士通の各部門や各グループ会社のリス

クマネジメントとコンプライアンスの状況を把握し、方針や

プロセスなどを決定し、その実践と、継続的な改善（例：リ

スクマネジメント規程やリスクマネジメントガイドラインの

策定、その実践と随時見直しなど）を図っています。

不正行為などのコンプライアンス違反、情報セキュリティ

事故、環境問題などの重要なリスクが顕在化した場合、各

担当部門や各グループ会社は、直ちにリスク・コンプライ

アンス委員会に報告を行います。リスク・コンプライアンス

委員会は現場や各関連部門などと連携し、対策本部を設置

するなど、適切な対応によって問題の早期解決を図るとと

もに、原因究明に努め、再発防止策を立案・実行します。加

えて、顕在化したリスクが重大な場合は取締役会に随時報

告しています。リスク・コンプライアンス委員会は、これら

の各プロセスについても、実行状況を確認し、随時改善を

図っています。

詳しい情報は、以下で開示している有価証券報告書をご参照 
ください。

https://pr.fujitsu.com/jp/ir/secreports/

リスク・コンプライアンス委員会等を設置
リスク・コンプライアンス責任者を配置

リージョン・リスク・コンプライアンス委員会等を設置
リージョン・リスク・コンプライアンス責任者を配置

取締役会

リスク・コンプライアンス委員会
事務局

法務・知財・ 
内部統制推進本部

国内 海外

リスクマネジメント・コンプライアンス体制図

 迅速なエスカレーション
 複数部門による早期対応、影響最小化
 再発防止策の立案・実行

主なリスク*
1. 経済や金融市場の動向に 
関するリスク

・ 主要市場における景気動向の変化に伴うリスク
・ 為替動向と金利変動および資本の動向の変化に伴うリスク

2. お客様に関するリスク ・ お客様の ICT投資動向の変化に伴うリスク
・ お客様との信頼関係、取引、契約関係が継続できないリスク

3. 競合・業界に関するリスク ・ 市況の変化、競争環境の変化などにより競争力が低下するリスク
・ 技術開発競争において優位性が低下するリスク

4. 投資判断、事業再編に 
関するリスク

・ 研究開発投資および設備投資、事業買収・売却、事業再編等の必要な施策の結果、投資から十分なリターンを得られな
いリスク

5. 調達先、提携等に関するリスク ・ 自然災害やその他不測の事態により部材調達が逼迫するリスク
・ 購入品の品質不良に起因する障害リスク
・ 提携、アライアンス、技術供与において協力関係を継続できない、または成果を得られないリスク

6. 公的規制、政策、税務に 
関するリスク

・ 事業展開する国における、政策・規制等の強化や変更に伴う対応コストの増加リスクやビジネス機会の喪失リスク

7. 自然災害や突発的事象発生 
リスク

・ 地震、台風、水害等の自然災害や事故、感染症の流行など（気候変動による発生頻度や影響の拡大を含む）により事業
継続できないリスク
・ 事業展開する国や地域における紛争、テロ、デモ、ストライキ、政情不安などが事業に影響を及ぼすリスク

8. 財務に関するリスク ・ 収益計画の未達や財務状況の悪化等の理由により当社格付けが引き下げられるリスク
・ 与信管理に関するリスク

9. 製品やサービスの欠陥や 
瑕疵に関するリスク

・ 製品・サービスの欠陥や瑕疵等が発生するリスク
・ 納期遅延や不採算プロジェクトの発生リスク

10. コンプライアンスに 
関するリスク

・ 国内外の関連法令、規制等に抵触するリスク

11. 知的財産に関するリスク ・ 第三者に当社グループの知的財産を使って類似品等を製造、販売されるリスク
・ 他社知的財産を侵害しているとされ、使用料支払い等が発生するリスク

12. セキュリティに関するリスク ・ お客様、お取引先、または当社グループの機密情報や個人情報の情報漏洩リスク
・ 当社ネットワークへのコンピュータウィルスの侵入やサイバー攻撃等の不正アクセスによる運用困難や情報漏洩リスク
・ 当社施設における物理的な破壊等による業務停止や情報漏洩リスク

13. 人材に関するリスク ・ 経営者、技術者等、必要な人材を採用・育成することができないリスクや人材流出を防ぐことができないリスク

14. 当社グループの施設・ 
システムに関するリスク

・ 当社グループの施設・システムにおいて、自然災害、突発的事象、施設の施工品質不足、運用ミスなどにより、生産ライン
の停止等が発生し、当社グループの事業に影響を及ぼすリスク

15. 環境・気候変動に関するリスク ・ 事業活動に伴う環境汚染が発生または判明するリスク
・ 気候変動により従来の自然災害の発生頻度・影響度が増大し、当社グループの事業に影響を与えるリスク
・ 温室効果ガス規制強化による操業コストの増加、対策の遅れによる企業評価低下や入札で不利になるリスク

* 有価証券報告書の「事業等のリスク」を抜粋、再構成

モニタリング・見直し、継続的改善

アセスメント  リスクの抽出
 分析・評価

対策  回避策、未然防止策等の軽減策の検討・実施
 移転・保有の検討・実施

顕在化したリスクへの対応

リスクマネジメントのプロセスリスクマネジメントの考え方
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パフォーマンスハイライト
富士通株式会社および連結子会社
2015年3月期より国際会計基準（IFRS）を適用しています。また2014年3月期の数値については、日本基準とIFRSの双方に基づく数値を記載しています。
当社は、2017年11月1日に富士通テン株式会社の株式の一部を株式会社デンソーに譲渡しました。  
これに伴い、富士通テンを非継続事業に分類し、2017年3月期の売上高（売上収益）、営業利益を組み替えて表示しています。

ネットD/Eレシオ
有利子負債が近年減少傾向にあり、また、2012年3月期から国内サービス事業
の好調や事業売却などによって現金及び現金同等物が徐々に積み上がってきま
した。その結果、バランスシートが改善し、2018年3月期からネットキャッシュに
切り替わりました。2019年3月期はさらにネットキャッシュポジションを強化しま
した。

設備投資額
ノンコア事業の売却により、ユビキタスソリューションとデバイスソリューション
における設備投資がここ近年は減少しています。2019年3月期においては、グ
ループ全体として835億円の設備投資を行い、そのうち、493億円がテクノロ
ジーソリューションにおける投資で、国内外のデータセンターに関する設備を中
心に増強しました。

研究開発費
ノンコア事業の売却を進めてきたことにより、ユビキタスソリューションとデバイ
スソリューションの研究開発費が2016年3月期以降減ってきました。2019年3
月期に関しては総額の1,349億円のうち、ユビキタスソリューションに関わる費
用は33億円、デバイスソリューションに関わる費用は148億円で、大半はテクノ
ロジーソリューションとその他消去又は全社に関わる費用となりました。

従業員数
事業の選択と集中により、従業員数は国内外ともに減少しており、2019年3月
期末では、132,138人となりました。2019年3月期に関しては、国内では2018
年5月にPC事業を非連結化したことや、期末にリソースシフトを実施した結果に
よる退職者を中心に人員が減少しました。海外でも富士通コンポーネントの非
連結化などにより人員が減少しました。

（百万円） （%）

3月31日に終了した会計年度 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2014年（IFRS） 2015年（IFRS） 2016年（IFRS） 2017年（IFRS） 2018年（IFRS） 2019年（IFRS）
2019年（IFRS）／

2018年（IFRS）

財務情報

売上高（売上収益） ¥4,679,519 ¥4,528,405 ¥4,467,574 ¥4,381,728 ¥4,762,445 ¥4,762,445 ¥4,753,210 ¥4,739,294 ¥4,132,972 ¥4,098,379 ¥3,952,437 –3.6
　海外売上高（海外売上収益） 1,748,304 1,587,363 1,506,096 1,498,215 1,801,491 1,801,491 1,879,981 1,894,216 1,461,294 1,506,864 1,435,405 –4.7
　海外売上比率（%） 37.4 35.1 33.7 34.2 37.8 37.8 39.6 40.0 35.4 36.8 36.3
営業利益 94,373 132,594 105,304 88,272 142,567 147,275 178,628 120,612 117,455 182,489 130,227 –28.6
営業利益率（%） 2.0 2.9 2.4 2.0 3.0 3.1 3.8 2.5 2.8 4.5 3.3 
当期純利益（損失）（親会社所有者帰属当期利益） 93,085 55,092 42,707 (79,919) 48,610 113,215 140,024 86,763 88,489 169,340 104,562 –38.3

営業活動によるキャッシュ・フロー ¥  295,389 ¥  255,534 ¥  240,010 ¥   71,010 ¥  175,532 ¥  176,502 ¥  280,149 ¥  253,092 ¥  250,331 ¥  200,415 ¥  99,416 –50.4 
投資活動によるキャッシュ・フロー 1,020 (142,108) (190,830) (161,481) (128,873) (128,938) (200,516) (164,317) (145,479) (22,578) 4,142 ー

フリー・キャッシュ・フロー 296,409 113,426 49,180 (90,471) 46,659 47,564 79,633 88,775 104,852 177,837 103,558 –41.8 
財務活動によるキャッシュ・フロー (405,310) (166,933) (138,966) 100,384 (44,794) (46,217) (17,327) (67,741) (98,896) (112,496) (136,622) ー

棚卸資産 ¥  322,301 ¥  341,438 ¥  334,116 ¥  323,092 ¥  330,202 ¥  330,202 ¥  313,882 ¥  298,849 ¥  293,163 ¥  241,603 ¥  226,045 –6.4 
棚卸資産の月当たり回転数（回） 1.04 1.02 1.01 1.00 1.07 1.07 1.11 1.12 1.15 1.21 1.22 
総資産（資産合計） 3,228,051 3,024,097 2,945,507 2,920,326 3,079,534 3,105,937 3,271,121 3,226,303 3,191,498 3,121,522 3,104,842 –0.5
自己資本（親会社所有者帰属持分） 798,662 821,244 841,039 624,045 573,211 566,515 790,089 782,782 881,292 1,087,797 1,132,055 4.1
ROE（%） 12.0 6.8 5.1 (11.8) 8.1 23.2 20.6 11.0 10.6 17.2 9.4 
自己資本比率（親会社所有者帰属持分比率）（%） 24.7 27.2 28.6 21.4 18.6 18.2 24.2 24.3 27.6 34.8 36.5 
ROA（総資産利益率）（%） 2.9 1.8 1.4 (2.7) 1.6 3.7 4.4 2.7 2.8 5.4 3.4
有利子負債 577,443 470,823 381,148 534,967 519,640 560,243 578,492 534,913 486,728 402,294 316,211 –21.4
D/Eレシオ（倍） 0.72 0.57 0.45 0.86 0.91 0.99 0.73 0.68 0.55 0.37 0.28 
ネットD/Eレシオ（倍） 0.20 0.14 0.14 0.40 0.38 0.46 0.27 0.20 0.12 –0.05 –0.09
研究開発費 224,951 236,210 238,360 231,052 221,389 222,516 202,722 179,895 170,030 158,665 134,941 –15.0
設備投資額 126,481 130,218 140,626 121,766 122,282 122,863 140,697 156,049 120,676 94,037 83,540 –11.2
減価償却費 164,844 141,698 131,577 116,565 115,180 115,929 121,207 119,800 115,010 107,032 96,921 –9.4

1株当たり情報（円）
　当期純利益（損失）（親会社所有者帰属当期利益） ¥    45.21 ¥    26.62 ¥    20.64 ¥    (38.62) ¥    23.49 ¥    54.71 ¥    67.68 ¥    41.94 ¥    42.83 ¥   825.32 ¥    512.50 –38.0
　配当金 8 10 10 5 4 4 8 8 9 110 150 36.4
　自己資本（親会社所有者帰属持分） 386.79 396.81 406.42 301.57 277.03 273.79 381.88 378.37 429.80 5,283.85 5,585.35 5.7

非財務情報（ESG指標）
環境（Environmental）
　温室効果ガスの総排出量推移（グループ全体、グローバル）（万トン） 131.3 118.5 109.8 101.4 132.4 132.4 126.3 123.4 119.9 110.4 92.3 –16.4
社会（Social）
　期末従業員数（人） 172,438 172,336 173,155 168,733 162,393 162,393 158,846 156,515 155,069 140,365 132,138
　　うち海外 65,598 65,705 66,258 64,497 61,357 61,357 59,491 57,610 56,622 47,889 46,791
　女性幹部社員比率（単体）（%） 3.1 3.5 3.7 4.0 4.3 4.3 4.6 4.8 5.2 5.7 6.1
企業統治（Governance）
　社外取締役比率（単体）（%） 30.0 30.0 36.4 33.3 27.3 27.3 36.4 40.0 40.0 40.0 40.0

Point

1
Point

3
Point

2
Point

4

Point

3

Point

1

Point

4

Point

2

（注）当社は、2018年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を実施しました。2018年の1株当たりの数値については、株式併合後の基準で換算しています。
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　サーバ市場は、国内ではクラウド型サービスの広
がりを受け、市場自体の規模が縮小していきます
が、2020年1月に予定されているWindows Server 
2008の延長サポート終了を見据えた更新需要に
より、一定の成長が期待されます。海外では新興
国市場の拡大やデータセンターの需要増による成
長が期待されます。ネットワーク市場は、国内外と
もに通信キャリアの投資方針がインフラの増強か
らサービスビジネスの強化に移行し、設備関連の
投資額が減少しています。一方、5Gの動きは加速
しており、今後の設備投資は、基地局や基幹ネット
ワーク強化などへ、重点配分されると見ています。

売上収益
　システムプロダクトにおいて、国内の大型商談や
海外で IAサーバの販売が拡大し、売上が大きく伸
長しました。ネットワークプロダクトは、5Gへの切
り替えの端境期でもあり、前期に引き続き国内で
通信キャリアの携帯電話基地局への投資が抑制さ
れ、加えて北米の通信キャリアの需要減もあり、大
きく減収となりました。

営業利益
　本業ベースでは、システムプロダクトを中心に増
益でしたが、欧州再編に伴うビジネスモデル変革
費用–248億円を計上したことにより、前期比で大
きく減益となりました。

　パソコン市場の法人向けは、2020年1月に予定されてい
るWindows7 の延長サポート終了を見据えたWindows10
搭載パソコンへの買い替えプロジェクトが発生するなど、成
長トレンドが継続しており、今後も好調を維持すると予測さ
れます。

売上収益
　Windows7サポート終了を見据えたパソコンの更新需
要で、国内の法人向けの売上が伸長しましたが、一部部品
の供給不足問題の影響を受けたほか、個人向けPC販売を
Lenovo社に事業譲渡したため、減収となりました。携帯電
話は、2018年3月期に事業譲渡した影響により売上が大き
く減少しました。

営業利益
　パソコン、携帯電話ともに事業譲渡による減益に加え、欧
州を中心としたビジネスモデル変革費用の計上により、大き
く減益となりました。

　半導体市場は、2019年3月期前半は前期比で2桁成長で
したが、期後半より一変、12月からはマイナス成長になりま
した。これは価格下落によるメモリ市場の急激な落ち込み
に加え、メモリ以外の製品もスマートフォンやサーバなどの
最終製品市場の成長鈍化の影響を受けたことによります。

売上収益
　スマートフォン向けの低迷および構造改革の一環として
会津地区の8インチ工場である会津富士通セミコンダク
ターマニュファクチャリング（AFSM）が2018年4月から、販
社である富士通エレクトロニクス（FEI）が2019年1月から
連結を離脱した影響で、前期比で大きく減収となりました。

営業利益
　スマートフォン向け売上減に加え、上述のFEI連結離脱の
影響もあり、前期比で減益となりました。

　ITサービス市場は、国内では製造業での IoT関
連投資や流通業での消費増税関連対応、また、公
共分野でのクラウド化を中心としたシステム更新、
法改正対応やマイナンバーの利活用拡大などに
加え、業種を超えてデジタルトランスフォーメー
ションに関する投資が拡大していくことが見込まれ
ます。
　海外では新興国を中心に投資拡大が続くと予想
されます。

売上収益
　ソリューション／ SIは、製造業で自動車分野を
中心に生産管理や IoT商談が好調に推移。流通分
野では食品卸、不動産、建設、小売など幅広い分
野でシステム更新需要が旺盛となり、公共分野で
は大型商談や法改正対応等が増え、全体の売上が
過去最高を記録する大幅増収となりました。
　インフラサービスは、国内はネットワークサービ
スや一部プロダクト案件が増えたことにより増収と
なりましたが、海外が前期まであった大口顧客の
案件終了に伴う減収により、全体として減収となり
ました。

営業利益
　国内は本業で大きく増益となりましたが、海外で
の本業の減益に加え、ビジネスモデル変革費用の
計上により、全体としての増益幅は抑えられました。

サービス

テクノロジーソリューション
システムプラットフォーム

ユビキタス
ソリューション

デバイス
ソリューション

市場環境

売上収益
（3月31日に終了した会計年度）

2019年3月期
ハイライト

営業利益（損失）／
営業利益（損失）率
（3月31日に終了した会計年度）

（注）セグメント間の内部売上収益を含む （注）セグメント間の内部売上収益を含む （注）セグメント間の内部売上収益を含む

 営業利益（左目盛り）　  営業利益率（右目盛り）  営業利益（損失）（左目盛り）　  営業利益（損失）率（右目盛り）  営業利益（左目盛り）　  営業利益率（右目盛り）

セグメント別ハイライト
富士通株式会社および連結子会社

（億円） （億円） （億円）

（億円） （%） （億円） （%） （億円） （%）

 サービス　  システムプラットフォーム  PC／携帯電話　  モバイルウェア　  ユビキタスソリューション  LSI　  電子部品

（注） 2017年11月に子会社である富士通テン株式会社の株式の一部を株式会社デンソーに譲渡しました。これに伴い富士通テンを非継続事業に分類し、2017年3月期および2018年3月期のユビキタスソリューションの
売上収益と営業利益から除外しています。

インフラサービス

ソリューション／ SI

ネットワークプロダクト

システムプロダクト
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　2018年のアジアの IT市場は前年比
5.3%と、前年に引き続き大きく成長し
ました。2018年から2021年にかけて
の年平均成長率も5.7%と、PCやサー
バ、ストレージ等のハードウェア市場に
加え、IT サービスやソフトウェア市場も
高水準で伸長していくことが見込まれ
ています。

　先進的な技術や新しいビジネスモ
デルの適用が非常に速いスピードで
展開されるのが、現在のアジアの特徴
であり、スピードがありかつ多様性の
あるアジア市場への対応が課題となっ
ています。Asiaリージョンでは、DXへ
のチャレンジとコンサルティング力の
強化を含むサービス化などを通じ、各
国の市場・ニーズと向き合い、お客様
にソリューション／サービス／プロダク
ト提供していきます。今後はお客様の
DXを実現していくため、テクノロジー
とデータを活用し、アジアの社会課題、
顧客課題を解決する企業として富士通
ブランドを確立し、より一層のビジネス
拡大を目指していきます。

　2018年の欧州の IT市場は前年比5.3%増と大きく成長しました。2018年
から2021年の年平均成長率は3.7%と堅調に推移すると予想されています。
PCやサーバ、ストレージ等のハードウェアは減少傾向にある一方で、ソフト
ウェアや ITサービスが成長を牽引していくと見込まれます。ITサービスの内
訳として、コンサルティングが高い割合を占めていると見られています。

　欧州では引き続きサービスビジネスへの転換に向けて構造改革に取り組
み、収益性の改善を進めていきます。現在欧州拠点の集約を進めており、こ
れにより、経営資源の選択と集中を行い、間接部門の固定費を削減し、採算
性の高いビジネスモデルに転換していきます。また今後は欧州拠点を北欧・
西欧（NWE*1）、中欧・東欧（CEE*2）の2つのリージョンに分け、それぞれ機動
的にビジネスを展開していきます。
　NWEでは、北欧・西欧地域のデリバリーグループと当社のオフショア拠点
であるグローバルデリバリーグループ（GDG）を一体化しました。オフショア
拠点との連携により、高品質で、コスト競争力のある一貫したサービスを、お
客様にend-to-endで提供していきます。
　CEEでは、2020年9月を目途としてドイツのアウグスブルグ工場の閉鎖を
進めています。今後はプロダクトビジネスの形を変え、より付加価値の高い
プロダクトの提供へシフトしていきます。サービスビジネスについては、お客
様の課題解決に向け ITコンサルティング分野で人材を増強していくとともに、
業種別にサービスオファリングを強化、ソリューション型サービスへシフトし、
欧州大陸でのサービスビジネスを成長させます。

*1 Northern & Western Europeの略。
*2 Central & Eastern Europeの略。

　2018年の米州の IT市場は前年比
8.7%と、大きく成長しました。2018年
から2021年の年平均成長率も5.0%
と順調に推移すると見られています。
デジタル化が進展する中で、今後はセ
キュリティサービスやクラウドサービス
への投資が高水準で続くと見込まれて
います。
　2018年の光伝送市場は、DCIは堅調
に伸長しましたが、通信事業者の投資
抑制が強く、全体では前年比–3.6%*3

と減少しました。2019年以降はDCIや
CATV配信網の光化、5Gに向けたイン
フラ投資が牽引し、年平均成長率は
2.9%*3で推移すると見られています。

*3 出所：Ovum ON Forecast 2019-24

　米州では、システムプロダクトに加え
IT周辺機器、業種向け端末、ITサービ
スビジネスと幅広いオファリングを展
開しています。一方で、経営資源の分
散も発生し、効率性が失われている部
分もあります。富士通としての付加価
値が提供できる分野へフォーカスし、
お客様の課題に対しソリューションを
提供できるモデルへの変革を進めて
いきます。業種別のサービス・ソリュー
ションを強化し、お客様へ付加価値の
高いサービスを提供していきます。北
米においてはサービス事業とネット
ワークプロダクト事業の共通機能の
シェアード化を推進するなど、経営の
効率化を図ります。北米のネットワーク
ビジネスは、成長市場に開発投資を集
中し、ポートフォリオの補完には他社製
品の活用も行いながら、お客様要求の
具体化と売上回復を図っていきます。

　2018年のオセアニアの IT市場は前
年比7.0%と大きく伸長しました。2018
年から2021年の年平均成長率も4.1%
と市場規模は順調に伸びていくと見込
まれています。ソフトウェアや ITサービ
スは伸長すると予想されていますが、
PCやサーバ等のハードウェアは縮小傾
向になると予想されています。

　2019年4月、より付加価値の高い
サービスをお客様に提供するため、ス
ピーディーにお客様の課題解決にお応
えできるようオペレーションモデルを
変更し、組織体制を変更しました。課
題解決を提案できるエンジニアを顧
客の近くに配置する体制とし、ソリュー
ションビジネスの横展開にも柔軟に対
応していきます。また、コンサルティン
グサービスやアプリケーションサービ
スの拡大を図りながら、デジタルビジ
ネスを加速していきます。

　2018年の日本の ITサービス市場の成長率は前年比2.3%増となりました。2016年以降、国内
ITサービス市場は大型プロジェクトの終息化の影響によって、1%台の成長率にとどまっていまし
たが、2018年は、SIを中心に市場が拡大し、成長率は2%台に上昇しました。2019年以降2023年
までの平均成長率は1.9%と、低い水準ながらプラス成長は継続すると見ています。今後、デジタ
ルトランスフォーメーション（DX）関連の IT支出は徐々に増加する見込みです。企業のDXを進め
るための基幹システムのモダナイゼーションや、既存システムと新規システムとの連携といった分
野が新たな成長領域となる見込みです。
　産業分野別に見ると、産業分野ではものづくり分野における生産管理やサプライチェーン管理
などの基幹システムの更新需要が継続すると見られています。流通分野では小売における顧客接
点／販売チャネル強化のためのシステム構築や物流の効率化などの需要が牽引し、加えてM&A 
に伴うシステム統合、人手不足を背景とした業務の効率化や省人化の需要が成長を支えると見て
います。金融分野では、店舗統合や効率化、地銀統合などによる市場縮小が懸念されますが、一
方でAIやFintechなどの新規サービス創出に向けた投資が進む見込みです。通信分野では、大
手通信事業者の設備投資抑制傾向は続くものの、5G対応に関わる投資は2019年から始まってお
り、以降徐々に拡大すると見込まれています。官公庁・自治体分野においては、システム更新や機
能強化、制度対応等に向けた IT需要は継続すると見られていますが、既存システムの運用・更新
コストは抑制傾向にあり、DXへの取り組みも急速には進展しないと見られています。全般的には、
2020年に向けて、訪日外国人旅行客のさらなる増加を見込み、関連 ITインフラの強化、顧客接点
強化のための IT投資が伸びる見込みです。

　日本市場における当社ビジネスは、さらなる採算性の改善のために「DX対応力の強化」と「効
率性の改善」の2点が課題として挙げられます。
　お客様の ICT利活用の変化に伴い、従来型の ICTを新たなものへ変えていく「デジタルトランス
フォーメーション（DX）」が重要になってきています。DXの実現には、新しい技術だけでなく、その
技術を活用した新しいシステムを提案する力が求められます。そのために必要なコンサルティン
グ力を持つ人材の獲得・育成が急務です。また、既存のシステムを新しいものへ移行していくた
めには、「モダナイゼーション」と呼ばれるシステムの更新プロセスを積極的に推進していく必要
があります。
　もう一方で「採算性の改善」も求められます。これまでも、SI の現場における効率化を進めてき
ましたが、これをさらに改善するために、AIをベースとした効率化ツールの現場展開を拡大してい
きます。ツール活用により、さらに品質を高めると同時に、非常に稼働率の高い状態にあるSEリ
ソースをより効率的に活用します。また、リソース問題を改善するもう1つの手段としてオフショア
リソースの活用拡大が挙げられます。これまでもオフショアリソースは活用してきましたが、今後
は活用規模をさらに拡大し、リソース不足を改善するだけでなく、一段のコスト効率化を図り、採
算性の改善を目指します。
　このほか、プロジェクトマネジメントをより一層強化します。商談段階から、必要な技術やリソー
ス等を徹底的に精査・検討をすることで、実際にプロジェクトが進む中での不採算化を抑制します。
不採算案件の減少は収益性の改善に大きく寄与するものであり、これまで以上に強化して継続し
ていきます。
　こうした取り組みを通じて、国内サービスビジネスのさらなる採算性の改善を実現します。

日本 Asia Europe Americas Oceania
市場環境

売上収益
（3月31日に終了した
会計年度）

優先課題

営業利益
（損失）／
営業利益
（損失）率
（3月31日に終了した
会計年度）

（注）セグメント間の内部売上収益を含む

（注）IT市場情報の出所は IDC

（注）セグメント間の内部売上収益を含む （注）セグメント間の内部売上収益を含む （注）セグメント間の内部売上収益を含む （注）セグメント間の内部売上収益を含む

 営業利益（左目盛り）
 営業利益率（右目盛り）

 営業利益（損失）（左目盛り）
 営業利益（損失）率（右目盛り）

（注）2019年3月期はビジネスモデル変革費用を計上

 営業利益（損失）（左目盛り）
 営業利益（損失）率（右目盛り）

 営業利益（損失）（左目盛り）
 営業利益（損失）率（右目盛り）

 営業利益（左目盛り）
 営業利益率（右目盛り）

地域別ハイライト
富士通株式会社および連結子会社

（億円）（億円） （億円） （億円） （億円）

（億円） （%） （億円） （%） （億円） （%）（億円） （%） （億円） （%）
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株主メモ
（2019年3月31日現在）

資本金 324,625百万円

発行可能株式総数 500,000,000株

発行済株式の総数 207,001,821株

株主数 134,539名

所有者別出資比率の状況

大株主の状況

株主名
所有株式数 
（千株）

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数の 

割合（%）

いちごトラスト・ピーティーイー・リミテッド 12,951 6.39

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 
（信託口）

12,067 5.95

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 
（信託口）

10,869 5.36

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 6,307 3.11

富士電機株式会社 5,949 2.94

富士通株式会社従業員持株会 5,467 2.70

JP MORGAN CHASE BANK 385151 3,921 1.93

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 
（信託口5）

3,785 1.87

朝日生命保険相互会社 3,518 1.74

STATE STREET BANK WEST CLIENT – TREATY 
505234

3,400 1.68

（注） 1.  持株比率は自己株式（4,317千株）を除いて計算しています。

   2.  日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口）および日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信
託口5）の持株数は、各行の信託業務に関わるものです。

金融機関・ 
証券会社

4.54%

その他 
法人 外国人

29.57% 48.12% 17.77%

個人・その他

本社事務所所在地： 〒105-7123 
東京都港区東新橋一丁目5番2号 
汐留シティセンター 

TEL：03-6252-2220（代表）

株主名簿管理人： 三菱UFJ信託銀行株式会社 
〒100-8212 
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

上場証券取引所：  東京、名古屋

独立監査人：  EY新日本有限責任監査法人

お問い合わせ先：  ご質問などは下記までご連絡ください。 
富士通株式会社　広報 IR室 

TEL：03-6252-2173 

FAX：03-6252-2783

 株主・投資家向け（IR）サイト上の「IR
に関するお問い合わせ」からもお問い

合わせいただけます。

 URL：https://pr.fujitsu.com/jp/ir/

本レポートに記載されている会社名・商品名は各社の商標または登録商標です。

「富士通グループ　統合レポート2019」の発行にあたって
（編集方針）

　富士通グループの統合レポートは、株主・投資家をはじめとする
皆様に向け、社会・環境・ガバナンスといった非財務面での取り組
みを財務情報と併せて一体的に提供することで、富士通グループ
の事業活動や価値創造に向けた取り組みを総合的、かつ簡潔にお
伝えすることを目指しています。
　6月に新社長を迎えた当期は、新しい経営方針の内容を分かり
やすく説明するとともに、経営方針では表しきれなかった社長の思
いを誌面に反映させるよう心がけました。
　編集にあたっては、国際統合報告評議会（IIRC）の「国際統合報
告フレームワーク」をはじめとする各種ガイドラインを参照してい
ます。
　なお、2015年3月期決算から国際会計基準（IFRS）を任意適用
しています。ただし、一部の項目では前期との比較のため日本基
準の数値を記し、その旨を記載しています。

富士通グループの情報開示

コーポレートサイト
当社のコーポレートサイトでは、当社グループの商品情報や企業活動、プレスリ

リース、社長からのメッセージを掲載しています。

https://www.fujitsu.com/jp/

株主・投資家向け（IR）サイト
当社の IRサイトでは、決算情報や各種説明会の資料や動画、ガバナンス情報を

掲載しています。また、本冊子のPDF版もご覧いただけます。

https://pr.fujitsu.com/jp/ir/

サステナビリティサイト
「富士通グループ統合レポート」の非財務分野の詳細情報として、グローバル

レスポンシブルビジネスを中心に非財務活動における考え方や推進体制、取り

組み事例、データなどを掲載する「サステナビリティ」サイトを開設しています。

なお、迅速な情報更新を目指し、ウェブサイト中心での情報掲載を行っています。

https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/
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〒105-7123　東京都港区東新橋1-5-2　汐留シティセンター
電話：03-6252-2220（代表）

https://www.fujitsu.com/jp/
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環境への配慮
•  有害物質の使用量や排出量が少ない「水なし印刷」技術を 
使用しています。

•  森林保全につながるFSC®（Forest Stewardship Council®） 
「森林認証紙」を使用しています。

•  VOC（揮発性有機化合物）を含まない「植物油インキ」を 
使用しています。
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